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羽幌町地域防災計画修正対照表
	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	2
	2
	
	110
	第２章　災害応急対策計画
災害応急対策計画は、基本法第50条第１項の趣旨を達成するため、災害が発生し、又は発生するおそれが
ある場合に災害の発生を防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するための計画で、基本法第50
条第２項に定める災害応急対策の実施責任者がその実施を図る。
災害応急対策実施責任者は、可能な限り的確に災害の状況把握に努め、人材、物資その他の必要な資源を適
切に配分しつつ、生命及び身体の安全を守ることを最優先して災害応急対策を実施する。
また、その実施に当たっては、要配慮者に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無といった被災
者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応するとともに、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図る
よう十分配慮する。
	第２章　災害応急対策計画
災害応急対策計画は、基本法第50条第１項の趣旨を達成するため、災害時に災害の発生を防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するため、災害応急対策計画を定める。
災害応急対策実施責任者は、可能な限り的確に災害の状況把握に努め、人材、物資その他の必要な資源を適切に配分しつつ、生命及び身体の安全を守ることを最優先して災害応急対策を実施する。
また、その実施に当たっては、要配慮者に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無といった被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応するものとする。
なお、災害応急対策実施責任者は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配慮する。
	北海道計画に整合

	重要
	

	2
	2
	1
	110
	第1節 第１節　気象等に関する情報の伝達計画
第１　基本方針
町は、気象、地象（地震及び火山現象を除く。）、水象（地震に密接に関連するものを除く。）等の特別警報・
警報・注意報、情報等の伝達方法等並びにこれらの異常現象発見者の通報を迅速かつ的確に処理し、防災対策
の適切な実施を図る。
	第１節  気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報及び火災気象通報
気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報並びに火災気象通報の発
表、伝達等は、気象業務法(昭和27年6月2日法律第165号）、水防法(昭和24年6月4日法律第193号)、消防法(昭
和23年7月24日法律第186号）、及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成
12年法律第57号）の規定に基づき行うもので、特別警報・警報・注意報等の種類、発表基準、発表方法、伝達
方法等は次によるものとする。
	文書整理(内容の変更、気象情報に関する内容を最新に内容を変更)
	重要
	

	2
	2
	1
	110
	第２　予報区と担当官署
[bookmark: OLE_LINK75][bookmark: OLE_LINK76]１　予報区
予報区は、国全域を対象とする全国予報区（気象庁本庁担当）、全国予報区を11に分割した地方予報区、
地方予報区をさらに56に分割した府県予報区に分かれている。北海道においては、道全域を対象とする北
海道地方予報区（札幌管区気象台担当）と、７つの府県予報区に分かれており、本町が該当する予報区及
び警報・注意報に用いる細分区域名は、次のとおりである。なお、警報・注意報が発表された場合のテレ
ビやラジオによる放送などでは、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、市町村等をまとめた地
域の名称を用いる場合がある。
	区 分
	概 要

	府県予報区名（担当気象官署）
	上川・留萌地方（旭川地方気象台）

	一次細分区域名※1
	留萌地方

	市町村等をまとめた地域※2
	留萌中部

	二次細分区域名※3
	羽幌町（本町のうち天売焼尻の区域を除く区域）
天売焼尻（本町のうち天売及び焼尻）


※1 一　次　細　分　区　域：府県天気予報を定常的に細分して行う区域で、気象特性、災害特性及び地理的特性により府県予報区を分割して設定する。
※2 市町村等をまとめた地域：二次細分区域ごとに発表する警報・注意報の発表状況を地域的に概観するために、災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲などを考慮してまとめた区域
※3 二　次　細　分　区　域：警報・注意報の発表に用いる区域で市町村を原則とするが、一部市町村を分割して設定している場合がある。なお、二次細分区域において、海に面する区域にあっては、沿岸の海域を含む。
	第１　予報区と担当官署
　　以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)

	軽微
	

	2
	2
	1
	111
	２　海上予報区
海上予報区は、全般海上予報区（気象庁本庁担当）と全般海上予報区を12に分割した地方海上予報区か
ら成っており、本町に接する海上予報区は次のとおりである。
	区 分
	概 要

	担当気象官署
	札幌管区気象台

	地方海上予報海域名
	日本海北部及びオホーツク海南部

	細分海域
	北海道西方海上



	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	1
	111
	第３　気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報の発表
気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報の発表、伝達等は、気象業務法（昭和27年６月２
日法律第165号）、水防法（昭和24年６月４日法律第193号）及び消防法（昭和23年７月24日法律第186号）の規
定に基づき行われるもので、その種類、発表基準、発表方法、伝達方法等は次のとおりである。
	第２　特別警報・警報・注意報・気象情報
気象、地象及び水象により災害が発生するおそれがある場合の警報等の発表、伝達等は気象業務法
（昭和27年法律第165号）、水防法（昭和24年法律第193号）、及び消防法（昭和23年法律第186号）の
規定に基づき行われる。
１　 区 分
	特別警報
	大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合に、その旨を警告して行う予報

	気象警報
	暴風雨、暴風雪、大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮等によって重大な災害の起こるおそれがある場合、その旨を警告して行う予報

	気象注意報
	風雨、風雪、強風、大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮等によって災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報

	気象情報
	・　地方気象情報、府県気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する
場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意
を解説する場合等に発表する情報
・　台風に関する気象情報
北海道地方、留萌地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、
台風の状況の周知と防災対策の必要性を喚起することを目的として発表する情
報
・　記録的短時間大雨情報
予報区内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観



	文言の整理(内容の変更)
	重要
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	測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み
合わせた分析）したときに、府県気象情報の一種として発表する情報
この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾
濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際
に災害発生の危険度が高まっている場所については、警報の「危険度分布」で
確認することができる。
※大雨警報（土砂災害）・大雨警報(浸水害)・洪水警報の危険度分布：
https://www.jma.go.jp/bosai/risk/
・　竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注
意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激
しい突風の発生しやすい気象状況になっている時に発表する情報。なお、実際
に危険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャスト
（https://www.jma.go.jp/bosai/nowc/）で確認することができる。
また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、
その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている
旨を発表する。この情報の有効期間は、発表から１時間である。



	
	
	

	2
	2
	1
	111
～
114
	１　気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達
(1)　種類及び発表基準
ア　気象等に関する特別警報
警報の発表基準をはるかに超える異常な現象が予想され、重大な災害が起こるおそれが著しく大きい
場合、その旨を警告して行う予報で、発表は市町村単位で発表される。
なお、道内では、平成26年９月11日に石狩・空知・胆振地方で大雨特別警報（土砂災害・浸水害）
が発表されている。
	現象の種類
	基準

	大　雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合

	暴　風
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により
	暴風が吹くと予想される場合

	高　潮
	
	高潮になると予想される場合

	波　浪
	
	高浪になると予想される場合

	大　雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合

	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により、雪を伴う暴風が吹くと予想される場合


※地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。
イ　気象等に関する警報・注意報
	区分
	現象の種類
	基準

	警報
	大雨警報
	大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大雨警報には括弧を付して、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）として、特に警戒すべき事項が明記される。

	
	大雪警報
	大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	暴風警報
	暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	暴風雪警報
	雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。

	注意報
	大雨注意報
	大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	大雪注意報
	大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	強風注意報
	強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	風雪注意報
	雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

	
	濃霧注意報
	濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	雷注意報
	落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害についての注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられる。

	
	乾燥注意報
	空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想した場合に発表される。

	
	なだれ注意報
	「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	着氷注意報
	著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体などへの被害が起こるおそれのあるときに発表される。



	２　特別警報・警報・注意報の種類と概要
(1)  特別警報
予想される現象が特に異常であるため重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合、その旨
を警告して行う予報。発表は市町村単位で発表される。
	特別警報の種類
	概　　　要

	大雨特別警報
	大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。災害が発生又は切迫している状況であり、命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当

	大雪特別警報
	大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。

	暴風特別警報
	暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。

	暴風雪特別警報
	雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。

	波浪特別警報
	高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。

	高潮特別警報
	台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当


(2)  気象警報
	警報の種類
	概　　　要

	大雨警報
	大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災害）は、高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当

	大雪警報
	大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	暴風警報
	暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	暴風雪警報
	雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。


(3) 気象注意報
	注意報の種類
	概　　　要

	大雨注意報
	大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２相当である。

	大雪注意報
	大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	強風注意報
	強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	風雪注意報
	雪を伴う強風により被害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

	濃霧注意報
	濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	雷注意報
	落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」による災害についての注意喚起が付加されることもある。
急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられる。
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	重要
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	着雪注意報
	著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体などへの被害が起こるおそれのあるときに発表される。

	
	融雪注意報
	融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、浸水、土砂災害などの災害が発生するおそれがあるときに発表される。

	注意報
	霜注意報
	霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるときに発表される。

	
	低温注意報
	低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、低温のため、農作物等への著しい被害の発生や、冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害の起こるおそれがあるときに発表される。


ウ　高潮警報・注意報
	高潮警報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	高潮注意報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。


エ　波浪警報・注意報
	波浪警報
	高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	波浪注意報
	高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。


オ　洪水警報・注意報
	洪水警報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられる。

	洪水注意報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。


※地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含めて
行われる。
		乾燥注意報
	空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想した場合に発表される。

	なだれ注意報
	「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	着氷注意報
	著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあるときに発表される。

	着雪注意報
	著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあるときに発表される。

	融雪注意報
	融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、浸水害、土砂災害等の災害が発生するおそれがあるときに発表される。

	霜注意報
	霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるときに発表される。

	低温注意報
	低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。具体的には、低温による農作物等への著しい被害や、冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害が発生するおそれがあるときに発表される。


(4) 高潮警報及び注意報
	高潮警報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当

	高潮注意報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。高潮警報に切り替える可能性に言及されていない場合は、ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２相当である。高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合は高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当


(5)  波浪警報及び注意報
	波浪警報
	高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	波浪注意報
	高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。


(6)  洪水警報及び注意報
	洪水警報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害が対象としてあげられる。
高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当

	洪水注意報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２相当である。


(7)  段階的に発表される防災気象情報
[image: ]
(8)  キキクル(大雨警報・洪水警報の危険度分布)
	種 類
	概 　　　　要

	土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）※
	大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時10 分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。
・　「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒
レベル４に相当
・　「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒
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土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）※
	レベル３に相当
・　「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に
備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当

	浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）
	短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。

	洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）
	指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね１km ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時10 分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたときに危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。
・　「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒
レベル４に相当
・　「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒
レベル３に相当
・　「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に
備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当


３　発表基準
気象の特別警報・警報・注意報は、気象要素が基準に達すると予想される当該市町村等に対して
発表する。気象特別警報・警報・注意報の種類と町の発表基準は下表のとおりである。
【特別警報の発表基準】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（発表官署：旭川地方気象台）
	現象の種類
	基 　　　準

	大 雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合
参考 雨に関する利尻町の50年に一度の値※１
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/kizyunkishou.
html

	暴 風
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想される場合

	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される場合

	大 雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合
参考 50年に一度の積雪深と既往最深積雪深（稚内）※２
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/kizyunkishou.
html

	高潮特別警報
	台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想される場合

	波浪特別警報
	高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想される場合


〔注〕 発表に当たっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災害事例に照
らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況及び予想に基づいて判断をする。
※１ ・50年に一度の値は、利尻町にかかる5km格子の50年に一度の値の平均値をとったものである。
・50年に一度の値は統計値であり、一の位の大小まで厳密に評価する意味はない。
・大雨特別警報は、50年に一度の値以上となった５㎞格子がまとまって出現した際に発表される。
個々の市町村で50年に一度の値となることのみで特別警報となるわけではないことに留意。また、土
壌雨量指数のこの基準値以上となる1km格子がまとまって出現すると予想され、かつ、激しい雨がさら
に降り続くと予想される場合
※２ ・50年に一度の値は過去の観測データから推定した値
・大雪特別警報は、府県程度の広がりで50年に一度の積雪深となる現象を対象とする。個々の地点で
50年に一度の値となることのみで特別警報となるわけではないことに留意
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	(2)　防災気象情報と警戒レベル・警戒レベル相当情報との関係
　　　　　[image: ]
	第３　警戒レベルに応じた対応
[image: ]
◆　警戒レベル５(災害発生情報)
命の危険があり直ちに安全確保が必要な状態(特別警報が該当)
◆　警戒レベル４(全員避難)
危険な場所から全員避難が必要な状態(土砂災害警戒情報、大雨警報が該当)
◆　警戒レベル３(高齢者等避難)
避難に時間のかかる人が避難を開始する状態(大雨警報、洪水警報が該当)
	文言の整理(内容の変更)
	重要
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	[bookmark: OLE_LINK252][bookmark: OLE_LINK253][bookmark: OLE_LINK254]警報・注意報発表基準一覧（羽幌町）
	種 類
	発 表 基 準

	警報
	大雨
	(浸水害)
	表面雨量指数基準
	16

	
	
	(土砂災害)
	土壌雨量指数基準
	134

	
	洪　　　水
	流域雨量指数基準
	羽幌川流域＝29.3、築別川流域＝23.8

	
	
	複合基準※1
	－

	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	暴　　　風
	平均風速
	陸上
	18m/s

	
	
	
	海上
	25m/s

	
	暴　風　雪
	平均風速
	陸上
	16m/s　雪による視程障害を伴う

	
	
	
	海上
	25m/s　雪による視程障害を伴う

	
	大　　　雪
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ50cm

	
	波　　　浪
	有義波高
	6.0ｍ

	
	高　　　潮
	潮位
	1.2ｍ

	注意報
	大　　　雨
	表面雨量指数基準
	6

	
	
	土壌雨量指数基準
	93

	
	洪　　　水
	流域雨量指数基準
	羽幌川流域＝23.4、築別川流域＝19

	
	
	複合基準
	羽幌川流域（5,23.4）、築別川流域（5,15.2）

	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	強　　　風
	平均風速
	陸上
	13m/s

	
	
	
	海上
	15m/s

	
	風　　　雪
	平均風速
	陸上
	11m/s　雪による視程障害を伴う

	
	
	
	海上
	15m/s　雪による視程障害を伴う

	
	大　　　雪
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ30cm

	
	波浪
	有義波高
	3.0ｍ

	
	高潮
	潮位
	0.9ｍ

	
	雷
	落雷等により被害が予想される場合

	
	融　　　雪
	60mm以上：24時間雨量と融雪量（相当水量）の合計

	
	濃　　　霧
	視程
	陸上
	200ｍ

	
	
	
	海上
	500ｍ

	
	乾　　　燥
	②　最小湿度30％、実効湿度60％

	
	な　だ　れ
	①　24時間降雪の深さが30cm以上
②　積雪の深さが50cm以上で日平均気温5℃以上

	
	低　　　温
	4月～6月、8月中旬～10月：（平均気温）平年より6℃以上低い
7月～8月上旬　　　　　　：（気温）14℃以下が12時間以上継続
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	低　　　温
	11月～3月　　　　　　 　：（最低気温）平年より12℃以上低い

	
	霜
	最低気温 3℃以下

	
	着　　　氷
	船体着氷：水温4℃以下　気温-5℃以下で風速8m/s以上

	
	着　　　雪
	気温0℃位で、強度並以上の雪が数時間以上継続

	記録的短時間大雨情報
	1時間雨量
	90mm

	※1（表面雨量指数,流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。
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	[bookmark: OLE_LINK255]警報・注意報発表基準一覧（天売焼尻）
	種 類
	発 表 基 準

	警報
	大雨
	(浸水害)
	表面雨量指数基準
	14

	
	
	(土砂災害)
	土壌雨量指数基準
	128

	
	洪　　　水
	流域雨量指数基準
	－

	
	
	複合基準※1
	－

	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	暴　　　風
	平均風速
	陸上
	18m/s※2

	
	
	
	海上
	25m/s

	
	暴　風　雪
	平均風速
	陸上
	16m/s※3　雪による視程障害を伴う

	
	
	
	海上
	25m/s　雪による視程障害を伴う

	
	大　　　雪
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ50cm

	
	波　　　浪
	有義波高
	6.0ｍ

	
	高　　　潮
	潮位
	1.2ｍ

	注意報
	大　　　雨
	表面雨量指数基準
	7

	
	
	土壌雨量指数基準
	89

	
	洪　　　水
	流域雨量指数基準
	－

	
	
	複合基準※1
	－

	
	
	指定河川洪水予報による基準
	－

	
	強　　　風
	平均風速
	陸上
	13m/s※4

	
	
	
	海上
	15m/s

	
	風　　　雪
	平均風速
	陸上
	11m/s※5　雪による視程障害を伴う

	
	
	
	海上
	15m/s　雪による視程障害を伴う

	
	大　　　雪
	降雪の深さ
	12時間降雪の深さ30cm

	
	波浪
	有義波高
	3.0ｍ

	
	高潮
	潮位
	0.9ｍ

	
	雷
	落雷等により被害が予想される場合

	
	融　　　雪
	60mm以上：24時間雨量と融雪量（相当水量）の合計

	
	濃　　　霧
	視程
	陸上
	200ｍ

	
	
	
	海上
	500ｍ

	
	乾　　　燥
	②　最小湿度30％、実効湿度60％

	
	な　だ　れ
	①　24時間降雪の深さが30cm以上
②　積雪の深さが50cm以上で日平均気温5℃以上

	
	低　　　温
	4月～6月、8月中旬～10月：（平均気温）平年より6℃以上低い
7月～8月上旬　　　　　　：（気温）14℃以下が12時間以上継続
11月～3月　　　　　　 　：（最低気温）平年より12℃以上低い

	
	霜
	最低気温 3℃以下

	
	着　　　氷
	船体着氷：水温4℃以下　気温-5℃以下で風速8m/s以上

	
	着　　　雪
	気温0℃位で、強度並以上の雪が数時間以上継続

	記録的短時間大雨情報
	1時間雨量
	90mm

	※1（表面雨量指数,流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。

	※2　焼尻（アメダス）の観測値は西南西の風においては 20m/sを目安とする。

	※3　焼尻（アメダス）の観測値は西南西の風においては 18m/sを目安とする。

	※4　焼尻（アメダス）の観測値は西南西の風においては 15m/sを目安とする。

	※5　焼尻（アメダス）の観測値は西南西の風においては 13m/sを目安とする。
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	(3)　気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達系統
[bookmark: OLE_LINK5]気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達系統図
[image: ]
（注）　　　　　（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法に基づく法定伝達先

　　　　　　　　（太線）は、特別警報が発表された際の気象業務法の規定に基づく通知若しくは周知の措置が義務付けられている伝達経路
　　　　　　　　は放送・無線
　　　　　　　　　　　　・緊急速報メールは「気象等（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪）に関する特別警報」が対象市町村に初めて発表されたとき、気象台から携帯電話事業者を通じて関係するエリアに配信される。
（備考）気象業務法第15条の２に規程に基づき、気象等に関する特別警報を受けた道は直ちに関係市町村に通知し、道からの通知を受けた町は直ちに住民及び所在の官公署への周知の措置※を講じなければならない（法定義務）。
[bookmark: _Hlk61265254]※　周知の措置：防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカ
ー等）による周知、消防サイレン用スピーカーによる放送、広報車巡回、消防団等による伝達等

 














	第４　気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達系統
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	２　海上警報
(1) 種類
船舶の運航に必要な海上の気象、波浪その他に関する警報で予想される風の強さによって、次の５種
類に分けて発表される。
	種別
	呼　　称

	
	英　文
	和　文
	説　　　　明

	一般警報
	WARNING
	海上風警報
	気象庁風力階級表の風力階級７（28～33kt)の場合

	
	
	海上濃霧警報
	濃霧について警告を必要とする場合（海上の視程約500ｍ以下又は0.3海里以下）

	強風警報
	GALE
WARNING
	海上強風警報
	気象庁風力階級表の風力階級８（34～40kt)及び９（41～47kt）の場合

	暴風警報
	STORM
WARNING
	海上暴風警報
	気象庁風力階級表の風力階級10以上（48kt～)以上の場合（熱帯低気圧により風力階級12(64kt)～の場合を除く。）

	台風警報
	TYPHOON
WARNING
	海上台風警報
	熱帯低気圧により気象庁風力階級表の風力階級12（64kt～）の場合

	警報なし
	NO
WARNING
	海上警報なし
海上警報解除
	警報をする現象が予想されない場合又は継続中の警報を解除する場合


（注）この表に掲げる以外の現象について警告を発する必要がある場合は、一般警報として現象名の前に
「海上」を附した警報を行うことがある。（例：海上着氷警報）
(2) 伝達系統
伝達系統は次図のとおりである。
海上警報の伝達系統図
[image: ]
	第５　海上警報
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	
	
	
	
	３　水防活動の利用に適合する注意報及び警報の種類並びに内容
水防活動の利用に適合する注意報及び警報の種類と対応する一般の利用に適合する注意報、警報及び特
別警報の種類並びに内容は次のとおりである。
	第６　海上警報
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
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	(1)　種類
	水防活動の利用に適合する
注意報・警報
	一般の利用に適合する注意報・警報・特別警報
	内容

	水防活動用
気象注意報
	大雨注意報
	大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	水防活動用
津波注意報
	津波注意報
	津波により沿岸部において災害が発生するおそれがあると予想したときに発表される。

	水防活動用
高潮注意報
	高潮注意報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	水防活動用
洪水注意報
	洪水注意報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	水防活動用
気象警報
	大雨警報
	大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。

	
	大雨特別警報
	大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きい時に発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。

	水防活動用
津波警報
	津波警報
	津波により沿岸部や川沿いにおいて重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	津波特別警報
	津波により沿岸部や川沿いにおいて重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想されたときに発表される（なお、「大津波警報」の名称で発表する）。

	水防活動用
高潮警報
	高潮警報
	台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。

	
	高潮特別警報
	台風や低気圧による海面の上昇が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。

	水防活動用
洪水警報
	洪水警報
	河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられる。




	１　種　類
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
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	（大雨警報・洪水警報を補足する情報）
　　気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、大雨警報（浸水害）の危険度分布、洪水警報の危険度分布および流域雨量指数の予測値を発表する。これらの概要は次のとおりである。

	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
	  
	種類
	内容

	大雨警報（浸水害）の危険度分布
	短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で1km四方の領域ごとに5段階に色分けして示す情報（常時10分ごとに更新）。

	洪水警報の危険度分布
	指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で概ね1kmごとに5段階に色分けして示す情報（常時10分ごとに更新）。

	流域雨量指数の予測値
	水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まっているかを示した情報。6時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列で表示した情報（常時10分ごとに更新）。



	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	
	
	
	
	
	〔市町村等版警報・注意報発表基準一覧表の解説〕
・ 警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、注意報とは、災害が起こるお
それのある旨を注意して行う予報である。警報・注意報は、気象要素が本表の基準に達すると予想される市
町村等に対して発表する。
・ 大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報及び記
録的短時間大雨情報では、基準における「…以上」の「以上」を省略した。
また、乾燥注意報、濃霧注意報では、基準における「…以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の
注意報では、基準の表記が多岐にわたるため、省略は行っていない。
・ 表中において、洪水警報・注意報の流域雨量指数基準、複合基準のうち基準を定めていないものについて
はその欄を“－”で、示している。
・ 大雨警報については、表面雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報（浸水害）」、土壌雨量
指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報（土砂災害）」、両基準に達すると予想される場合は「大
雨警報（土砂災害、浸水害）」として発表するため、大雨警報の欄中、（浸水害）は「大雨警報（浸水
害）」、（土砂災害）は「大雨警報（土砂災害）」の基準をそれぞれ示している。
・ 大雨警報・注意報の表面雨量指数基準は、市町村等の域内において単一の値をとる。
・ 土壌雨量指数基準値は１㎞四方毎に設定しているが、本表には市町村等の域内における基準の最低値を示
している。１㎞四方毎の基準値については、別添資料
（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/wakkanai.html）を参照のこと。
・ 高潮警報・注意報の潮位は一般に高さを示す「標高」で表す。「標高」の基準面として東京湾平均海面
（ＴＰ）を用いるが、島嶼部など一部では国土地理院による高さの基準面ある
いはＭＳＬ（平均潮位）等を用いる。
・ 洪水の欄中、｢○○川流域=10.5｣は、｢○○川流域の流域雨量指数10.5以上｣を意味する。
・ 洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は、各流域のすべての地点に設定しているが、本表には主要な河川
における代表地点の基準値を示している。主要な河川以外の河川も含めた流域全体の基準値は別添資料
（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/wakkanai.html）を参照のこと。
・ 地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用すること
が適切でない状態となることがある。このような場合は、非常措置として基準のみにとらわれない警報・注
意報の運用を行うことがある。また、このような状態がある程度長期間継続すると考えられる場合には、特
定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫定基準」を設定し、通常より低い
基準で運用することがある。
・ 早期注意情報（警報級の可能性）
５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から翌日にかけては時間
帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（石狩地方など）で、２日先から５日先にかけては日単
位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（石狩・空知・後志地方など）で発表される。大雨に関し
て、[高]又は[中]が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１で
ある。
・ 記録的短時間大雨情報
大雨警報発表中の二次細分区域において、キキクル（危険度分布）の「非常に危険」（うす紫）が出現
し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な１時間降水量が観測(地上の雨量計による観測)又は解
析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)されたときに、気象庁から発表される。
この情報が発表されたときは、土砂災害及び低地の浸水、中小河川の増水・氾濫による災害発生につなが
るような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所については、キキ
クル（危険度分布）で確認する必要がある。
土砂キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:land
浸水キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:inund
洪水キキクル(危険度分布) https://www.jma.go.jp/bosai/risk/#elements:flood__
	文言の整理(文言追記)
	重要
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	(2) 伝達系統
気象業務法第15条の規定により、道は、札幌管区気象台から気象業務法第14条の２の規定による気
象、津波、高潮及び洪水等について水防活動を必要とする予報及び警報の通知を受けたときは、北海道
防災情報システムにより関係水防管理者（羽幌町長）に通知する。 
また、NTT東日本・西日本から警報事項が町に通知される。







	２　伝達系統
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
	水防活動用気象等警報及び注意報の伝達系統図
[image: ]
（注）　　　　　（二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく法定伝達先

　　　　　　　　ただし、北海道警察本部へは、「水防活動用津波警報」のみ法定伝達
　　　　　　　　は放送・無線
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	[bookmark: OLE_LINK91][bookmark: OLE_LINK188]４　土砂災害警戒情報
大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高まったとき、市町村長の避
難勧告や住民の自主避難の判断を支援するため対象となる市町村を特定して警戒を呼び掛ける情報で、北
海道（留萌振興局）と気象庁（札幌管区気象台及び旭川地方気象台）から共同で発表される情報。
なお、これを補足する情報である気象庁の土砂災害警戒判定メッシュ
（https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/）で、実際に危険度が高まっている場所を確認することができ
る。
伝達は次の系統により行う。
土砂災害警戒情報の伝達系統図
[image: ]
　　　降雨から予測可能な土砂災害のうち、避難勧告等の災害応急対応が必要な土石流や集中的に発生する
急傾斜地崩壊を対象（技術的に予測が困難である地すべり等は、土砂災害警戒情報の発表対象外）
	第７　土砂災害警戒情報
大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となっ
たときに、市町村長の避難情報の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町村を
特定して警戒が呼びかけられる情報で、宗谷総合振興局と稚内地方気象台から共同で発表される。市町村
内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認する
ことができる（https://www.jma.go. jp/bosai/risk/#elements:land）。危険な場所からの避難が必要と
される警戒レベル４に相当
	区　 分
	発 　表　 基 　準

	土砂災害警戒情報
	危険度分布で２時間先までの予測値が土砂災害警戒情報の判断基準以上となると予想された（うす紫色）場合。


土砂災害警戒情報の伝達系統図
Ｎ／Ｃ





















　　　降雨から予測可能な土砂災害のうち、避難指示等の災害応急対応が必要な土石流や集中的に発生する
急傾斜地崩壊を対象（技術的に予測が困難である地すべり等は、土砂災害警戒情報の発表対象外）
	文言の整理(内容を変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考
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	[bookmark: OLE_LINK96]５　気象情報等
(1)　警報級の可能性
５日先までの警報級の現象の可能性が[高]・[中]の２段階で発表される。当日から翌日にかけては時
間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間
天気予報の対象地域と同じ発表単位で発表される。
(2)　地方気象情報、府県気象情報
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・
注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表する情報
(3)　台風に関する気象情報
北海道地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防災対策の必要
性を喚起することを目的として発表する情報
(4)　記録的短時間大雨情報
府県予報区内で、大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測
（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したときに、
府県気象情報の一種として発表される情報
この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発生に
つながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所につ
いては、警報の「危険度分布」で確認する必要がある。
※　大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）：
https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/index.html
※　大雨警報（浸水害）の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/inund.html
※　洪水警報の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/flood.html
(5)　竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、
雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象状況になっている
時に府県予報区単位で発表される情報。
なお、実際に危険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャストで確認することができ
る。また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻
等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した情報が府県予報区単位で発表さ
れる。この情報の有効期間は、発表から１時間である。
※　高解像度降水ナウキャスト（竜巻発生確度ナウキャスト）：
https://www.jma.go.jp/jp/highresorad/

	第８　気象情報等
以下、(4)削除のほかＮ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
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	６　火災気象通報
火災気象通報の発表及び終了の通報は、消防法（第22条）の規定に基づき、旭川地方気象台から道（留萌振興局）に通報される。
通報を受けた道（留萌振興局）は、管内市町村に通報し、市町村長は、この通報を受けたとき、又は気象の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災に関する警報を発することができる。なお、火災気象通報は林野火災気象通報を兼ねる。
	第９　火災気象通報
Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	
	
	
	
	(1)　通報基準
	発表官署
	地域名
（一次細分区域名）
	通報基準

	旭川地方気象台
	留萌地方
	実効湿度が60％以下で最小湿度が30％以下、若しくは、平均風速が13m/s※以上と予想される場合


※焼尻（アメダス）の観測値は西南西の風においては15m/sを目安とする。
(2)　伝達系統
火災気象通報の伝達系統図
[image: ]
（注）             は町長が火災に関する警報を発した場合
第４　雨量・水位等の通報・公表
１　水位情報
(1)　水位観測所
町内の水位観測所、水防団待機水位（通報水位）、氾濫注意水位（警戒水位）等は、次のとおりである。
	観測所名
	水 系 名
河川名称
	観測所所在地
	水 防 団
待機水位
	氾濫注意水位
	氾濫危険水位
	計画高
水　位

	羽幌川
	羽幌川
羽幌川
	苫前郡羽幌町字中央2457番2地先河川敷
	19.14ｍ 
	20.28ｍ
	21.74ｍ
	21.74ｍ


(2)　水位の通報
北海道開発局及び道は、所管する観測所の水位が水防団待機水位（通報水位）を超えるときは、その水
位を「川の防災情報（国土交通省）」、「市町村向け川の防災情報（道）」ホームページに掲載することによ
り関係機関に通報する。
(3)  障害時の措置
北海道開発局及び道は、所管する観測所の水位が、回線途絶等の事由により上記ホームページに観測
	１　通報基準
以下、Ｎ／Ｃ




２　伝達系統
以下、Ｎ／Ｃ










第10　雨量・水位等の通報・公表
以下、Ｎ／Ｃ

	文言の整理(文書構成)
	軽微
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	値を掲載できないときは、速やかに障害等の原因を究明し早期の復旧に努めるとともに、同ホームペー
ジのお知らせ画面へ欠測となることを掲載し、下記「水位等通報系統図」に定める関係機関に通報する。
障害等により水位の通報・公表ができない観測所を代替する観測所がある場合、また通報・公表の代替
手段を確保した場合は併せて関係機関等に周知する。
障害等の復旧もしくは通報・公表の代替手段を確保するまでの間、次の各号のいずれかに該当すると
き、通報は電話又は北海道総合行政情報ネットワークにより行うものとし、これにより難いときはFAX又
は電子メールにより行う。
ア　水防団待機水位（通報水位）に達したとき。
イ　氾濫注意水位（警戒水位）に達したとき。
ウ　氾濫注意水位（警戒水位）を超え、再び氾濫注意水位（警戒水位）となるまでの毎正時
エ　氾濫注意水位（警戒水位）以下になったとき。
オ　水防団待機水位（通報水位）以下になったとき。
カ　上記の各号以外に急激な水位の変動があったとき。
(4)　水位の公表
北海道開発局及び道は、管理する観測所の水位のデータを「川の防災情報（国土交通省）」及び「市町
村向け川の防災情報（道）」のホームページに掲載することにより常時公表する。
なお、水防法第12条第２項の規定により、水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超えるときの公表は、前
記ホームページに「河川名・水位観測所名・所在地・水位状況等」を掲載することにより行う。
２　雨量情報
(1)　雨量観測所
町内の雨量観測所は、次のとおりである。

	水系名
	河川名
	観測所名
	観測所所在地

	羽幌川
	羽幌川
	羽幌川
	北海道苫前郡羽幌町字中央2457番2地先河川敷

	羽幌川
	その他
	焼尻（気象）
	北海道苫前郡羽幌町焼尻白浜

	羽幌川
	その他
	羽幌（気象）
	北海道苫前郡羽幌町南3条


(2)　雨量の通報
道は、所管する観測所の雨量を「川の防災情報（国土交通省）」及び「市町村向け川の防災情報（道）」
ホームページに掲載することにより関係機関に通報する。
(3) 障害時の雨量の通報
道は、所管する観測所の雨量が次の各号のいずれかに該当し、回線途絶等の事由により上記ホームー
ジに観測値を掲載できないときは、その雨量の状況を下記「水位等通報の伝達系統図」に定める関係機
関に通報する。通報は電話又は北海道総合行政情報ネットワークにより行うものとし、これによりがた
いときはFAX又は電子メールにより行う。
ア　降雨開始から24時間以内に60mm以上の降雨があったとき。
イ　１時間雨量が25mm（融雪期10mm）に達したとき。
	
	
	
	

	
	
	
	125
	３　潮位の通報
北海道開発局及び旭川地方気象台は、町長又は知事から、潮位等の観測結果の照会を受けたときは通報す
る。
留萌振興局
（地域政策課）
北海道
留萌振興局
（留萌建設管理部）
出張所・事業所等
北海道
雨量水位観測所
水防管理団体（羽幌町）
札幌管区気象台
旭川地方気象台
北海道開発局
留萌港湾事務所
羽幌道路事務所
国雨量水量観測所

国検潮所
留萌開発建設部

（注）　　　　　　　通常の系統

必要に応じ通報　　　　　　　　　　観測機関
                    障害児
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	126
	第５　異常現象を発見した者の措置等
異常現象を発見した者及び被害の発生を知った者は速やかに羽幌町役場、北留萌消防組合（消防本部・消防
署）又は羽幌警察署に通報する。
また、通報を受けた町長、消防（署）長又は警察署長は、受理した内容を相互に交換する。
	第11　異常現象を発見した者の措置等
以下、Ｎ／Ｃ

	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	
	
	
	126
	１　通報義務(基本法第54条第１及び２項)
災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその状況を町長又は警察官若しくは
海上保安官に通報しなければならない。
また、何人もこの通報が最も迅速に到着するように協力しなければならない。
	Ｎ／Ｃ
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	２　警察官等の通報(基本法第54条第３項)
異常現象発見者から通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨を速やかに町長に通報しなければな
らない。
	Ｎ／Ｃ
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	３　町長の通報（基本法第54条第４項）
異常現象に関する通報を受けた町長は、旭川地方気象台に通報しなければならない。
また、直ちに情報を確認し、災害の規模、内容等により、必要に応じて防災関係機関に通報するととも
に、住民に周知する。
異常現象発見通報時の連絡系統
(基本法第54条第３項)
旭川地方気象台
(基本法第54条
第１項及び第２項)
(基本法第54条第４項)
(基本法第54条
第４項)
(基本法第54条第４項)
(基本法第56条)
(基本法第54条第１項及び第２項）
羽　　幌　　町
（総　務　課）
（夜間休日：警備員）
住民等
関係機関又は団体、
隣接市町村等
北留萌消防組合
（消防本部・消防署）
羽幌警察署
留萌海上保安部
留萌振興局
異常現象発見者


	資料編〔防災組織〕
	・関係機関等の連絡先（資料１－１）



	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	
	
	
	
	第６　気象等に関する情報の受理及び報告
１　気象等に関する情報（留萌振興局が発する対策通報を含む。以下同様とする。）は、通常の勤務時間中は
総務課が、勤務時間外は、警備員が受理する。
２　総務課長は、必要に応じて町長及び副町長に報告するとともに、関係課長等に連絡する。
また、町長が必要と認めるものについては、災害の状況等に応じて最善の方法により関係機関・団体、
所管施設、住民等に対し、必要な事項の周知徹底を図る。
なお、気象業務法第15条の２に規程に基づき、気象等に関する特別警報を受けた場合、町は直ちに住民
及び所在の官公署への周知の措置を講じなければならない（法定義務）。
３　夜間休日等において警備員が気象等に関する特別な情報を受けたときは、「気象予警報等受理簿」に記載
するとともに、直ちに総務課長（不在のときは総務係長）に連絡する。

	資料編〔様式〕
	・気象予警報等受理簿（別記第３号様式）


気象等に関する情報の伝達系統
総務課長
住民等
羽幌町役場
平　　日：総務課
夜間休日：警備員
庁内各課（長）
町長・副町長
教育委員会
小中学校
児童生徒
消防団
所属職員
関係機関・団体
北留萌消防組合
(消防本部・消防署)
各所管施設
(社会福祉施設、
教育・保育施設等)


各町内会長
(方面委員)

	Ｎ／Ｃ
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	伝達先
	伝達責任者
	連絡方法

	庁内各課
	総務課長
	庁内放送、電話、メール、口頭

	関係機関・団体及び
各所管施設等
	関係課長
	電話、FAX、メール

	北留萌消防組合
（消防本部・消防署）
	総務課長
	電話、FAX、メール、派遣連絡員

	社会福祉施設
	健康支援課長
	電話、FAX、メール

	教育・保育施設、障がい者(児)施設
	福祉課長
	電話、FAX、メール

	学校教育施設
	学校管理課長
	電話、FAX、メール

	住民等
	総務課長
	消防サイレン用スピーカー、広報車、町ホームページ、
防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）、FAX、口頭（町内会長等を通じて）、テレビ、ラジオ



	
	
	
	

	2
	2
	2
	129
	第２節　災害情報収集・伝達計画
第１　基本方針
災害情報及び被害状況報告（以下「災害情報等」という。）の収集連絡は、災害の予防及び応急対策を実施す
る基本となるものである。
町は、災害に際し、防災対策の適切な実施を図るため、防災関係機関と連携の下、必要な災害情報等を収集
するとともに、速やかに住民、関係機関等に伝達する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	
	
	
	129
	[bookmark: OLE_LINK88]第２　災害情報等の収集及び連絡
町は、災害が発生し、又は発生するおそれのあるときは、道、防災関係機関等が有する情報組織、情報収集
手段、通信ネットワーク等を全面的に活用し、迅速かつ的確に災害情報等を収集し、相互に交換するとともに、
所要の応急対策を講じ、その状況を留萌振興局長に報告（災害発生場所の報告においては、地図等、場所の特
定ができる資料を添付）する。
このため、災害の発生等緊急事態に対処する体制を整備するとともに、災害情報等連絡責任者を定めておく
ものとする。
なお、情報等の収集に当たっては、多様な手段の効果的活用を図るほか、被災現場に町職員を派遣するなど
により、被災情報等の収集と把握に努める。
	第２　災害情報等の収集及び連絡
町は、災害時、又は発生するおそれのあるときは、道、防災関係機関等が有する情報組織、情報収集手段、
通信ネットワーク等を全面的に活用し、迅速かつ的確に災害情報等を収集し、相互に交換するとともに、所要
の応急対策を講じ、その状況を留萌振興局長に報告（災害発生場所の報告においては、地図等、場所の特定が
できる資料を添付）する。
このため、災害の発生等緊急事態に対処する体制を整備するとともに、災害情報等連絡責任者を定めておく
ものとする。
なお、情報等の収集に当たっては、多様な手段の効果的活用を図るほか、被災現場に町職員を派遣するなど
により、被災情報等の収集と把握に努める。
また、町から道への被災状況の報告ができない場合等にあっては、多様な手段の効果的活用を図るほか、道
職員の派遣について要請するなどの対応を図るものとする。
人的被害については、道が一元的に集約と調整を行うものであることから、町はその状況について留萌振興
局に連絡する。
	文言の整理(表現の変更)
	軽微
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	１　被害状況等の調査及び報告
(1)　各部長は、所管に係る災害が発生した場合、町長の指示により直ちに班員を現地に派遣する。
(2)　派遣職員は、現地の実態を的確に把握し、別途定める「災害情報等報告取扱要領　別表１」により速
報する。
(3)　各部長は、おおむね災害状況が確定したと認めたときは、「災害情報等報告取扱要領　別表２」によ
り、所管に係る被害状況を調査する。
なお、被害状況の判定は、「災害情報等報告取扱要領　別表３」による。
	Ｎ／Ｃ
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	２　地区別情報連絡責任者
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の情報収集に万全を期すため、各地区別に情報連絡責任
者を置き（地区情報連絡責任者を町内会長とする。）、民生対策部町民生活班がその連絡調整に当たる。
町内会長は地域内の住民と協力して警戒に当たり、情報の早期把握に努めるとともに、災害が発生した
ときは、直ちに町又はその他の関係機関に通報する。

	資料編〔応急・復旧〕
	・災害情報等報告取扱要領（資料７－１）


災害情報等の収集及び連絡系統

           [image: ]
	２　地区別情報連絡責任者
災害時、又は発生するおそれがある場合の情報収集に万全を期すため、各地区別に情報連絡責任
者を置き（地区情報連絡責任者を町内会長とする。）、民生対策部町民生活班がその連絡調整に当たる。
町内会長は地域内の住民と協力して警戒に当たり、情報の早期把握に努めるとともに、災害が発生した
ときは、直ちに町又はその他の関係機関に通報する。
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(表現の変更)
	軽微
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	第３　災害等の内容及び通報の時期
１　町災害対策本部設置
(1)　災害対策本部を設置したときは、設置状況及びその他の情報等について、防災関係機関へ通報する
(2)　防災関係機関は、前事項の通報を受けたときは、災害情報について密接な相互連絡を図るため、必要
に応じて災害対策本部に連絡要員を派遣する。
	Ｎ／Ｃ
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	２　道への通報
町及び防災関係機関は、発災後の情報等について、次により留萌振興局を通じて道（危機対策課）に通
報する。
(1)　災害の状況及び応急対策の概要・・・・発災後速やかに
(2)　災害対策本部等の設置・・・・・・・・災害対策本部等を設置したとき直ちに
(3)　被害の概要及び応急復旧の見通し・・・被害の全貌が判明するまで、又は応急復旧が完了するまで随
時
(4)　被害の確定報告・・・・・・・・・・・被害状況が確定したとき
	Ｎ／Ｃ
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	３　町の通報
(1) 町は、119番通報の殺到状況時には、その状況等を道（留萌振興局経由）及び国（消防庁経由）に報告
する。
(2) 町は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講ずることができないような災害が発生したときは、
速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に留意し、被害の詳細が把握できない状況に
あっても、迅速に当該情報の道（留萌振興局経由）及び国（消防庁経由）への報告に努める。
	Ｎ／Ｃ
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	第４　被害状況報告
１　災害が発生した場合、総務対策部総務班は、各対策部から報告される災害情報等をとりまとめ、町長に
報告する。
２　町長は、道が定める「災害情報等報告取扱要領」に基づき、その状況を留萌振興局長に報告する。ただ
し、町長は、消防庁即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定規模以上のもの（「直接即報基準」に該
当する火災・災害等）を覚知した場合、第１報については、直接、消防庁にも報告する。
なお、消防庁長官から要請があった場合については、第１報後の報告についても、引き続き消防庁に報
告する。
３　町長は通信の途絶等により知事に報告することができない場合は、直接、国（消防庁経由）に報告する。
４　確定報告については、応急措置完了後20日以内に、内閣総理大臣宛て及び消防庁長官宛ての文書を消防
庁へ提出する。
	第４　被害状況報告
１　災害時、総務対策部総務班は、各対策部から報告される災害情報等をとりまとめ、町長に報告する。
以下、Ｎ／Ｃ

	文言の整理(表現の変更)
	軽微
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	[bookmark: OLE_LINK90]第５　情報の分析整理
町は、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索す
るため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。
災害情報等の連絡系統

（凡　例）
　　　　　　　通常の系統
　　　　　　　災害対策本部からの派遣要請が
　　　　　　　あった場合の系統
　　　　　　　直接即報基準に該当する火災・
　　　　　　災害等
厚生労働省
総務省消防庁
内閣総理大臣
中央防災会議
北海道
災害対策本部
北海道防災会議構成機関
北海道災害対策本部長は必要に応じて防災会議構成機関等に対し、派遣要請を行う。
北海道災害対策
地方本部
留萌振興局
地域災害対策
連絡協議会
構成機関
地方部局
出先機関
羽幌町
災害対策本部
羽幌町
防災会議
雨量水位観測所
ダム管理者
北留萌消防組合
住民等
留萌振興局
地域災害対策
連絡協議会
高潮観測所




	Ｎ／Ｃ
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	133
	被害状況等の報告【道・留萌振興局報告先】
	区分
回線
	道総務部
危機対策局危機対策課
	道留萌振興局
地域創生部地域政策課

	NTT回線
	011-204-5008
011-231-4314（FAX）
	0164-42-8426
0164-42-2596（FAX）

	北海道総合行政情報
ネットワーク
	町、道出先機関は
衛星専用電話機（FAX）より
6210-22-729
	町、道出先機関は
衛星専用電話機（FAX）より
6410-4893



	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	
	
	
	133
	被害状況等の報告【消防庁報告先（通常時）】
	時間帯
	平日(9:30～18:15)
	平日(左記時間帯以外)・休日

	報告先
	消防庁応急対策室
	消防庁宿直室
(消防防災・危機管理センター内)

	NTT回線
	電話
	03-5353-7527
	03-5253-7777

	
	FAX
	03-5353-7537
	03-5253-7553

	消防防災無線
（注１）
	電話
	*-90-49013
	*-90-49102

	
	FAX
	*-90-49033
	*-90-49036

	地域衛星通信
ネットワーク（注２）
	電話
	*-048-500-90-49013
	*-048-500-90-49102

	
	FAX
	*-048-500-90-49033
	*-048-500-90-49036

	中央防災無線（注３）
	5017
	5010


「*」は各団体の交換機の特番（ただし、現在施工中の衛星無線設備更新整備工事が終了した市町村におい
ては、衛星専用電話機から「*」を抜いてダイヤルする。）
（注１）消防庁と都道府県をつなぐネットワーク
（注２）消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する消防本部等をつなぐネットワーク
（注３）内閣府が整備する無線及び有線の通信設備で構築される通信ネットワーク
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	
	
	
	133
	被害状況等の報告【消防庁報告先（消防庁災害対策本部設置時）】
 
	報告先
	消防庁災害対策本部・情報集約班
(消防防災・危機管理センター内)

	NTT回線
	電話
	03-5253-7510

	
	FAX
	03-5253-7553

	消防防災無線
（注１）
	電話
	*-90-49175

	
	FAX
	*-90-49036

	地域衛星通信ネットワーク（注２）
	電話
	*-048-500-90-49175

	
	FAX
	*-048-500-90-49036

	中央防災無線（注３）
	5010


 「*」は各団体の交換機の特番（ただし、現在施工中の衛星無線設備更新整備工事が終了した市町村においては、
衛星専用電話機から「*」を抜いてダイヤルする。）
（注１）消防庁と都道府県をつなぐネットワーク
（注２）消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する消防本部等をつなぐネットワーク
（注３）内閣府が整備する無線及び有線の通信設備で構築される通信ネットワーク
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	
	
	
	135
	消防庁への直接即報基準
	区分
	直接速報基準

	火災等即報
	交通機関
の火災
	○　航空機、列車、自動車の火災で次に掲げるもの
ア　航空機火災
イ　タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火災
ウ　トンネル内車両火災
エ　列車火災

	
	危険物等に
係る事故
	○　危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯蔵し又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。）
ア　死者（交通事故によるものを除く。）又は、行方不明者が発生したもの、負傷者
が5名以上発生したもの
イ　危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内
又は周辺で500㎡程度以上の区域に影響を与えたもの
ウ　危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当
するもの
・河川へ危険物が流出し、防徐・回収等の活動を要するもの
・500キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい等
エ　市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近
住民の避難、道路全面通行禁止等の措置を要するもの
オ　市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災




	消防庁への直接即報基準
	区分
	直接速報基準

	火災等即報
	交通機関
の火災
	○　航空機、列車、自動車の火災で次に掲げるもの
・　航空機火災
・　タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火災
・　トンネル内車両火災
・　列車火災

	
	危険物等に
係る事故
	○　危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯蔵し又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。）
・　死者（交通事故によるものを除く。）又は、行方不明者が発生したもの、負傷者
が5名以上発生したもの
・　危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内
又は周辺で500㎡程度以上の区域に影響を与えたもの
・　危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当
するもの
－　河川へ危険物が流出し、防徐・回収等の活動を要するもの
－　500キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい等
・　市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近
住民の避難、道路全面通行禁止等の措置を要するもの
・　市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災
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		区分
	直接速報基準

	
	原子力
災害等
	ア　原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線
の漏えいがあったもの
イ　放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の
運搬中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの
ウ　原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第10条の規定により、
原子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長に
あったもの
エ　放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線
の漏えいがあったもの

	
	ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災

	
	爆発、異臭等の事故であって、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの
（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。）



		区分
	直接速報基準

	
	原子力
災害等
	・　原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線
の漏えいがあったもの
・　放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の
運搬中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの
・　原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第10条の規定により、
原子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長に
あったもの
・　放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線
の漏えいがあったもの

	
	ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災

	
	爆発、異臭等の事故であって、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの
（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。）



	
	
	

	
	
	
	
		区分
	直接速報基準

	救急・救助事故即報
	○　死者及び負傷者の合計が15人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの
ア　列車、航空機等による救急・救助事故
イ　バスの転落による救急・救助事故
ウ　ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故
エ　映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事
　故
オ　その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの

	武力攻撃即報
	○　武力攻撃により直接又は間接に生じる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害
○　武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

	災害即報
	○　地震が発生し、当該市町村の区域内で震度5強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。）
○　津波の死者又は行方不明者が生じたもの
○　風水害のうち、死者又は行方不明者が生じたもの



		区分
	直接速報基準

	救急・救助事故即報
	○　死者及び負傷者の合計が15人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの
・　列車、航空機等による救急・救助事故
・　バスの転落による救急・救助事故
・　ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故
・　映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事
　故
・　その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの

	武力攻撃即報
	○　武力攻撃により直接又は間接に生じる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害
○　武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

	災害即報
	○　地震が発生し、当該市町村の区域内で震度5強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。）
○　津波の死者又は行方不明者が生じたもの
○　風水害のうち、死者又は行方不明者が生じたもの



	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	2
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	3
	137
	第３節　災害通信訓練
第１　基本方針
町長は、災害が発生し、又は発生するおそれがあると予想される場合は、速やかに保有する通信施設の確認
及び応急復旧を行うとともに、関係機関と連携の下、多様な通信手段を活用することにより、災害時における
通信の確保を図る。
	第３節災害通信訓練
第１　基本方針
町長は、災害時、又は発生するおそれがあると予想される場合は、速やかに保有する通信施設の確認及び応
急復旧を行うとともに、関係機関と連携の下、多様な通信手段を活用することにより、災害時における通信の
確保を図る。
	文言の整理(表現の変更)
	軽微
	

	2
	2
	3
	137
	第２　通信手段の確保
町及び防災関係機関は、災害発生直後は、道との連携のもと災害情報連絡のための通信手段を確保するため、
直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行う。なお、その場合において、
町は道との連携のもと応急復旧対策のために必要な場所を確保し、提供するものとする。
また、災害時の防災関係機関相互の通信連絡は、東日本電信電話(株)等の公衆通信設備、防災関係機関が設
置した通信設備及び衛星携帯電話等の移動通信回線を活用する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	3
	137
	第３　電話及び電報の優先利用並びに通信途絶時等における措置等
町は、上記第２における通信設備等が使用できない場合は、次の方法により通信連絡を行う。
１　電話による通信
町は、電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等を効果的に活用する。
なお、災害時優先電話は、発信は優先扱いされるが、着信については通常電話と同じ扱いとなることに
留意する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	3
	137
	２　電報による通信
(1)　非常扱いの電報（非常電報）
天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予防若しくは救援、
交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な内容を事項とする電報
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	3
	137
	(2)　緊急扱いの電報（緊急電報）
非常扱いの電報を除くほか、公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする電報。なお、非常扱い
の電報は緊急扱いの電報より優先する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	3
	137

	(3)　非常電報・緊急電報の利用方法
ア　115番（局番なし）をダイヤルし、NTTコミュニケータを呼び出す。
イ　NTTコミュニケータが出たら
(ｱ)　「非常又は緊急扱いの電報の申込み」と告げる。
(ｲ)　あらかじめ指定した登録電話番号と通話責任者名等を告げる。
(ｳ)　届け先、通信文等を申し出る。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	3
	137

	(4)　電気通信事業法及び東日本電信電話（株）の契約約款に定める電報内容、機関等
ア　非常扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信し、又は配達を受ける場合
に限り取り扱う。
非常扱いの電報の内容と機関
	電報の内容
	機関等

	1　気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告又は警報に関する事項
	気象機関相互間



	Ｎ／Ｃ
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		2　洪水、津波、高潮等が発生し、若しくは発生するおそれがあることの通報又はその警告若しくは予防のための緊急を要する事項
	水防機関相互間
消防機関相互間
水防・消防機関相互間

	3　災害の予防又は救援のための緊急を要する事項
	消防機関相互間
災害救助機関相互間
消防・災害救助機関相互間

	4　交通施設（道路、港湾等を含む。）の災害の予防又は復旧その他輸送の確保に関し、緊急を要する事項
	輸送の確保に直接関係がある機関相互間

	5　通信施設の災害の予防又は復旧その他通信の確保に関し、緊急を要する事項
	通信の確保に直接関係がある機関相互間

	6　電力設備の災害の予防又は復旧その他電力供給の確保に関し、緊急を要する事項
	電力供給の確保に直接関係がある機関相互間

	7　秩序の維持のため緊急を要する事項
	警察機関相互間
防衛機関相互間
警察・防衛機関相互間

	8　災害の予防又は救援に必要な事項
	天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある事を知った者と前各欄に掲げる機関との間



	
	
	
	

	
	
	
	
	イ　緊急扱いの電報は、次の事項を内容とする電報を次の機関等において発信し、又は配達を受ける場
合に限り取り扱う。
緊急扱いの電報の内容と機関
	電報の内容
	機関等

	1　気象、水象、地象若しくは地動の観測の報告又は警報に関する事項であって、緊急を要するもの
	気象機関相互間

	2　火災、集団的疫病、交通機関の重大な事故その他人命の安全に係る事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、その予防、救援、復旧等に関し、緊急を要する事項
	(1)　非常扱いの通話を取り扱う機関相互間（上記アの8項に掲げるものを除く。）
(2)　緊急事態が発生し､又は発生するおそれがあることを知った者と(1)の機関との間

	3　治安の維持のため緊急を要する事項
	(1)　警察機関相互間
(2)　犯罪が発生し､又は発生するおそれがあることを知った者と警察機関との間

	4　国会議員又は地方公共団体の長若しくはその議会の議員の選挙の執行又はその結果に関し、緊急を要する事項
	選挙管理機関相互間

	5　天災、事変その他の災害に際しての災害状況の報道を内容とするもの
	別に定める基準に該当する、新聞社、放送事業者又は通信社の機関相互間

	6　船舶内の傷病者の医療について指示を受け又は指示を与えるために必要な事項
	船舶と別に定めた病院相互間

	7　水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役務の提供その他生活基盤を維持するために緊急を要する事項
	(1)　水道の供給の確保に直接関係がある機関相互間
(2)　ガスの供給の確保に直接関係がある機関相互間
(3)　預貯金業務を行う金融機関相互間
(4)　国又は地方公共団体の機関（上記アの表及びこの表の１欄からこの欄のまでに掲げるものを除く。）



	Ｎ／Ｃ
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	[bookmark: OLE_LINK164][bookmark: OLE_LINK166]３　公衆通信設備以外の通信
公衆通信設備以外の通信として災害時緊急に利用できる通信施設は、おおむね次のとおりである。
(1)　町の通信施設
[bookmark: OLE_LINK315]ア　北海道総合行政情報ネットワ－ク
イ　防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）
ウ　衛星通信（衛星携帯電話）
(2)　北留萌消防組合の無線施設
(3)　その他の通信施設
ア　陸上自衛隊の通信施設
北部方面総監部、師団、駐屯部隊等の有線及び無線通信電話を経て行う。
イ　警察の通信施設
(ｱ)　警察電話による通信
専用電話をもって通信相手機関に最も近い警察署等を経て行う。
(ｲ)　警察無線電話装置による通信
北海道警察本部及び旭川方面本部、羽幌警察署、同移動局（パトカー）等を経て行う。
ウ　北海道電力（株）の専用電話による通信
北海道電力（株）羽幌ネットワークセンター等を経て行う。
エ　北海道地方非常通信協議会加入無線局等による通信
上記のアからウまでに掲げる各通信系を使用して通信を行うことができないとき、若しくは通信を行
うことが著しく困難であるときは、事業用無線通信局及び北海道地方非常通信協議会加入無線局、アマ
チュア無線局等による通信を利用して行う。
	Ｎ／Ｃ
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	(4)　放送機関への放送要請及びインターネット情報提供事業者への情報提供要請
警報の伝達等が緊急を要するものである場合において、その通信のため特別の必要があるときは、道を
通じ、放送事業者に放送を行うことを求め、又は、インターネット情報提供事業者にインターネットを利
用した情報の提供を行うことを求める。
	Ｎ／Ｃ
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	４　通信途絶時等における連絡方法
町は、上記に掲げる各通信系をもって通信を行うことができないとき、又は通信を行うことが著しく困難
であるときは、車両及び徒歩等により連絡員を派遣し、口頭により連絡するなど、臨機の措置を講ずる。な
お、北海道総合通信局による臨機の措置は次のとおりである。
(1)　北海道総合通信局の対応
ア　町の要請に基づく移動通信機器の貸出
イ　無線局の免許等の臨機の措置（無線局の免許等に必要な申請手続及び当該申請に係る処分について、
口答又は電話等迅速な方法で行い、所定の様式による手続は、後刻可及的速やかに遡及処理する措置）
(2)　町の対応
町が移動通信機器の借受を希望する場合は、次の事項を北海道総合通信局に連絡する。
ア　移動通信機器の借受を希望する場合
(ｱ)　借受申請者の氏名又は名称及び住所
(ｲ)　借受希望機種及び台数
(ｳ)　使用場所
(ｴ)　引渡場所及び返納場所
(ｵ)　借受希望日及び期間
イ　臨機の措置による手続を希望する場合
(ｱ)　早急に免許又は許可等を必要とする理由
(ｲ)　上記(ｱ)に係る申請の内容
(3)　連絡先
総務省北海道総合通信局防災対策推進室　　（直通電話）　011-747-6451
	Ｎ／Ｃ
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	第4節　災害広報・情報提供計画
第１　基本方針
災害の特殊性を考慮した広報体制を確立するとともに、報道機関、道及び防災関係機関との連携を密にして、
地域住民等のニーズに応じた適切かつ迅速な広報を行う。\
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	4
	141
	第２　災害広報及び情報等の提供の方法
町は、災害時において、被災地住民をはじめとする住民に対して、正確かつ分かりやすい情報を迅速に提供
することにより、流言等による社会的混乱の防止を図り、被災地の住民等の適切な判断による行動を支援する。
また、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不当に侵害することの
ないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさ
ない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努める。
	Ｎ／Ｃ
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	１　災害情報等の収集方法
災害情報等の収集については、「本編　第２章　第２節　災害情報収集・伝達計画」によるほか、次の収
集方法による。
(1)　総務対策部広報班の派遣職員による災害現場の取材及び記録写真の収集
(2)　一般住民及び報道機関その他関係機関取材による資料の収集
(3)　その他災害の状況に応じた職員の派遣による資料の収集
	Ｎ／Ｃ
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	２　災害広報及び災害情報等の提供の方法
災害情報等の発表及び広報は、町長の承認を得て、総務対策部広報班がこの庶務に当たる。
また、災害対策本部職員に対する周知については総務対策部総務班が担当するものとし、各関係機関に
対する周知は、各対策部（班）で実施する。
[bookmark: OLE_LINK162](1)　報道機関に対する情報発表の方法
町は、収集した災害情報等について、状況に応じて報道機関に対し、次の事項を発表する。
また、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、報道機関からの災害報道のための取材活
動に対し、資料の提供等について協力する。
ア　災害の種別・名称及び発生日時
イ　災害発生の場所
ウ　被害状況
エ　応急対策の状況
オ　住民に対する避難勧告等の状況
カ　一般住民並びに被災者に対する協力及び注意事項
[bookmark: OLE_LINK177][bookmark: OLE_LINK268](2)　住民に対する広報の方法及び内容
[bookmark: OLE_LINK267]ア　方法
町は、住民及び被災者に対して災害時の状況を見極めながら、次の方法により広報活動を行う。広報の実施に当たっては、あらゆる広報媒体を組み合わせ、迅速かつ適切な広報を行うものとし、誤報等による混乱の防止に万全を期する。また、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報
等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。
(ｱ)　町広報車の利用
(ｲ)　新聞、テレビ及びラジオの利用
(ｳ)　町広報紙、インターネット（町ホームページ等）及びＳＮＳの利用
(ｴ)　電話、各方面委員等の利用
(ｵ)　チラシ等印刷物の利用
(ｶ)　防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）の利用
(ｷ)　消防サイレン用スピーカーの利用
(ｸ)　防災情報のメールサービス
また、上記のほか、北海道防災情報システムのメールサービスやＬアラート（災害情報共有システム）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）を活用するとともに、ポータルサイト・サーバー運営業者へ協
	２　災害広報及び災害情報等の提供の方法
災害情報等の発表及び広報は、町長の承認を得て、総務対策部広報班がこの庶務に当たる。
また、災害対策本部職員に対する周知については総務対策部総務班が担当するものとし、各関係機関に
対する周知は、各対策部（班）で実施する。
(1)　報道機関に対する情報発表の方法
町は、収集した災害情報等について、状況に応じて報道機関に対し、次の事項を発表する。
また、災害時、又は発生するおそれがある場合には、報道機関からの災害報道のための取材活動に対
し、資料の提供等について協力する。
ア　災害の種別・名称及び発生日時
イ　災害発生の場所
ウ　被害状況
エ　応急対策の状況
オ　住民に対する避難指示等の状況
カ　一般住民並びに被災者に対する協力及び注意事項
(2)　住民に対する広報の方法及び内容
ア　方法
町は、住民及び被災者に対して災害時の状況を見極めながら、次の方法により広報活動を行う。広報の実施に当たっては、あらゆる広報媒体を組み合わせ、迅速かつ適切な広報を行うものとし、誤報等による混乱の防止に万全を期する。また、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報
等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。
(ｱ)　町広報車の利用
(ｲ)　新聞、テレビ及びラジオの利用
(ｳ)　町広報紙、インターネット（町ホームページ等）及びＳＮＳの利用
(ｴ)　電話、各方面委員等の利用
(ｵ)　チラシ等印刷物の利用
(ｶ)　防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）の利用
(ｷ)　消防サイレン用スピーカーの利用
(ｸ)　防災情報のメールサービス
また、上記のほか、北海道防災情報システムのメールサービスやＬアラート（災害情報共有システム）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）を活用するとともに、ポータルサイト・サーバー運営業者へ協
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
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	力を求めることなどにより、効果的な情報提供を実施する。また、災害現場における住民懇談会等によ
って、一般住民及び被災者の意見、要望、相談等を広聴し、災害対策に反映する、
イ　住民に対する広報の内容
町は、所管区域内の防災関係機関との連絡を密にするとともに、被災者のニーズを十分把握した上で、被災者をはじめとする住民に対し、直接的に、被害の区域・状況、二次災害の危険性、避難指示（緊急）、
避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始、避難場所・避難所、医療機関、スーパーマーケット、ガソリ
ンスタンド等の生活関連情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、交通規制、被災者生活支援に関する情報等について、ボランティア団体やＮＰＯ等とも連携を図りながら正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。
(ｱ)　災害に関する情報及び注意事項
(ｲ)　災害応急対策とその状況
(ｳ)　災害復旧対策とその状況
(ｴ)　避難の必要性等、地域に与える影響（交通状況、医療機関の状況等）
(ｵ)　家族等の安否の情報
(ｶ)　その他必要な事項
(3)　災害対策本部職員に対する周知
町は、災害情報等を庁内放送及び庁内LAN等を利用して職員に周知するとともに、各対策部に対し、措
置すべき事項及び伝達方法を連絡する。
	力を求めることなどにより、効果的な情報提供を実施する。また、災害現場における住民懇談会等によ
って、一般住民及び被災者の意見、要望、相談等を広聴し、災害対策に反映する、
イ　住民に対する広報の内容
町は、所管区域内の防災関係機関との連絡を密にするとともに、被災者のニーズを十分把握した上で、被災者をはじめとする住民に対し、直接的に、被害の区域・状況、二次災害の危険性、避難指示（緊急）、
避難準備・高齢者等避難開始、避難場所・避難所、医療機関、スーパーマーケット、ガソリンスタンド
等の生活関連情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、交通規制、被災者生活支援に関する情報等について、ボランティア団体やＮＰＯ等とも連携を図りながら正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。
(ｱ)　災害に関する情報及び注意事項
(ｲ)　災害応急対策とその状況
(ｳ)　災害復旧対策とその状況
(ｴ)　避難の必要性等、地域に与える影響（交通状況、医療機関の状況等）
(ｵ)　家族等の安否の情報
(ｶ)　その他必要な事項
(3)　災害対策本部職員に対する周知
町は、災害情報等を庁内放送及び庁内LAN等を利用して職員に周知するとともに、各対策部に対し、措
置すべき事項及び伝達方法を連絡する。
	
	
	

	
	
	
	
	(3) 各関係機関に対する周知
町は、必要に応じ、防災関係機関、公共的団体及び重要な施設の管理者等に対して災害情報を提供す
る。
	Ｎ／Ｃ
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	第３　安否情報の提供
１　安否情報の照会手続
(1) 安否情報の照会は、町に対し、照会者の氏名・住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地）や照会に係る被災者の氏名・住所・生年月日・性別、照会理由等を
明らかにさせて行うものとする。
(2)　安否情報の照会を受けた町は、当該照会者に対して運転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の44第１項に規定する住民基本台帳カード等の本人確認資料の提示又は提出を求めることなどにより、照会者が本人であることを確認する。
(3)　安否情報の照会を受けた町は、当該照会が不当な目的によるものと認めるときなどの一定の場合を除
き、次の照会者と照会に係る者との間柄に応じて、適当と認められる範囲の安否情報の提供をすること
ができる。
	照会者と照会に係る被災者との間柄
	照会に係る被災者の安否情報

	・被災者の同居の親族
（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）
	・被災者の居所
・被災者の負傷若しくは疾病の状況
・被災者の連絡先その他安否の確認に必要と認められる情報

	・被災者の親族（前記に掲げる者を除く。）
・被災者の職場の関係者その他の関係者
	・被災者の負傷又は疾病の状況

	・被災者の知人その他の被災者の安否情報を必要とすることが相当であると認められる者
	・被災者について保有している安否情報の有無


(4) 町は、上記(3)にかかわらず、照会に係る被災者の同意があるときなどの一定の場合には、必要と認められる照会に係る被災者の居所、死亡・負傷等の状況等、安否の確認に必要と認められる限度において情報を提供することができる。
	Ｎ／Ｃ
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	２　安否情報を回答するに当たっての町の対応
町は、安否情報を回答するときは、次のとおり対応する。
(1) 被災者又は第三者の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防・救助等人命に関わ
るような災害発生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲において回答するよう努める。
(2) 安否情報の適切な提供のために必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する情
報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。
(3) 安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係市町村、消防機関、警察等と協力して被災
者に関する情報の収集に努める。
(4) 被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受けるおそれがある者等が含
まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底する
よう努める。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	
	
	
	
	
	３  災害時の氏名等の公表
災害時には救助活動の効率化・円滑化に資するため、安否不明者の氏名等の公表（以下「氏名等公表」
という。）を行い、安否情報を広く求めることにより、救助対象者の絞り込みを図る場合がある。
なお、氏名等は個人情報であることから、個人情報保護条例を踏まえつつ、災害の状況や被災者の事情
等に応じて氏名等公表の可否を判断するものとする。
留意事項は以下のとおりとする。
(1) 災害が発生した際、人命の救助活動の効率化・円滑化に氏名等公表が資する場合があることや、発災
当初の72時間が極めて重要な時間帯であることを踏まえ、氏名等公表に係る一連の手続き等について、
市町村や関係機関等と連携の上、平時から検討しておく。
(2) 都道府県が氏名等公表を行うことが基本となるが、市町村が行うことが安否情報の収集等に資すると
考えられる場合においては、事前調整に基づき、市町村が行うことも考えられる。
·     (3)  氏名等公表を行うことにより、救助活動を効率化することが重要な場合においては、人の生命又は身
体の保護のため緊急の必要がある時の個人情報の提供と考えられることから、個人情報保護条例に定め
る個人情報の利用及び提供制限の例外規定の適用を検討すべき。
(4) 配偶者からの暴力やストーカー行為の被害者等の所在情報を秘匿する必要がある者が不利益を被らな
いよう、公表に当たってはあらかじめ関係市町村に確認する。
	文言の整理(文書追記(内閣府通知災害時における安否不明者の氏名等の公表について(令和３年９月１６日))内容を追加)
	重要
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	改正理由
	重要度
	備　考

	2
	2
	4
	144
	第４　広聴活動
町は、災害の状況により必要と認めたときは、町長の指示により、被災者のための相談窓口を開設するなど、
被災者家族等の住民等からの問い合わせに対応する体制を整えるほか、住民からの災害に関する要望事項を関
係対策部及び防災関係機関に連絡し、迅速かつ適切な処理に努める。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	4
	144
	第５　災害対策現地合同本部等の広報
災害対策現地合同本部等が設置されたときは、必要に応じ、道において、各防災関係機関の情報をとりまと
めて広報が実施される。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2

	2
	5
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	第５節　避難対策計画
第１　基本方針
大規模災害発生時においては、土砂災害、家屋倒壊、火災等の発生が予測される中、迅速かつ的確な避難活
動を行う必要があるため、避難のため可能な限りの措置をとることにより、生命、身体の安全の確保に努める。
その際、要配慮者についても十分考慮する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2

	2
	5
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	[bookmark: OLE_LINK8]第２　避難実施責任及び措置内容
風水害、火災、山（がけ）崩れ、地震、津波等の災害により、人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、
特に必要があると認められるときは、町長等避難実施責任者は、次により避難勧告等を行う。
特に、町は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等の避難行動
要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要がある。このため、避難勧告、避難指示（緊急）及び災害発生
情報のほか、一般住民に対して避難準備及び自主的な避難を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等、特に
避難行動に時間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始する
ことを求める避難準備・高齢者等避難開始を発令する必要がある。
なお、避難勧告等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難勧告、避難指示（緊急）及び災害発生情報を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における避難
準備・高齢者等避難開始の発令に努める。
	第２　避難実施責任及び措置内容
風水害、火災、山（がけ）崩れ、地震、津波等の災害により、人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、
特に必要があると認められるときは、町長等避難実施責任者は、次により避難指示等を行う。
特に、町は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等の避難行動
要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要がある。このため、避難指示（緊急）及び災害発生情報のほか、
一般住民に対して避難準備及び自主的な避難を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等、特に避難行動に時
間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求める
避難準備・高齢者等避難開始を発令する必要がある。
なお、避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避難指示（緊急）及
び災害発生情報を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における避難準備・高
齢者等避難開始の発令に努める。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5
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	１　町長（基本法第60条）
(1) 町長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、警戒巡視等によって得られる情報の収集並
びに過去の災害事例等を勘案し、住民の生命、身体に被害が及ぶおそれがあると判断される状況に至っ
たときは、直ちに必要と認める地域の居住者等に対し、次の勧告又は指示を行う。
ア　避難のための立退きの勧告又は指示
イ　必要に応じて行う立退先としての指定緊急避難場所等の避難場所の指示
ウ　近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示
(2) 町長は、避難のための立退きの指示、避難場所の指示、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の
指示を行うことができない場合は、警察官又は海上保安官にその指示を求める。
(3) 町長は、前記の勧告又は指示を行ったときは、その旨を速やかに留萌振興局長を通じて知事に報告す
る（これらの指示等を解除した場合も同様とする。）。
	１　町長（基本法第60条）
(1)  町長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、警戒巡視等によって得られる情報の収集並
びに過去の災害事例等を勘案し、住民の生命、身体に被害が及ぶおそれがあると判断される状況に至っ
たときは、直ちに必要と認める地域の居住者等に対し、次の指示を行う。
ア　避難のための立退きの指示
イ　必要に応じて行う立退先としての指定緊急避難場所等の避難場所の指示
ウ　近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示
(2) 町長は、避難のための立退きの指示、避難場所の指示、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の
指示を行うことができない場合は、警察官又は海上保安官にその指示を求める。
(3) 町長は、前記の指示を行ったときは、その旨を速やかに留萌振興局長を通じて知事に報告する（これ
らの指示等を解除した場合も同様とする。）。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5
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	２　水防管理者（水防法第29条）
(1) 水防管理者は、洪水、津波又は高潮の氾濫により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要と認める区域の居住者に対し、避難のため立退くべきことを指示する。
(2) 水防管理者は、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を留萌振興局長に速やかに報告するとともに、羽幌警察署長にその旨を通知する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	146
	３　知事又はその命を受けた道の職員（基本法第60条・第72条、水防法第29条、地すべり等防止法第25
条）
(1)　知事（留萌振興局長）又は知事の命を受けた職員は、洪水若しくは高潮の氾濫若しくは地すべりにより
著しい危険が切迫していると認められるとき、又はその可能性が大きいと判断されるときは、避難のための立退きが必要であると認められる区域の居住者に対し立退きの指示をすることができる。
また、知事（留萌振興局長）は、洪水、高潮、地すべり以外の災害の場合においても、町長が行う避難、
立退きの指示について必要な指示を行うことができる。救助法が適用された場合、避難所の開設、避難者
の受入れ等については町長に委任する。
(2) 知事は、災害発生により町長が避難のための立退きの勧告及び指示に関する措置ができない場合は、町長に代わって実施する。
また、町長から遠距離、その他の理由により必要な輸送手段の確保の要請があった場合は、関係機関に
協力を要請する。
	３　知事又はその命を受けた道の職員（基本法第60条・第72条、水防法第29条、地すべり等防止法第25
条）
(1)　 Ｎ／Ｃ





(2) 知事は、災害発生により町長が避難のための立退きの指示に関する措置ができない場合は、町長に代わって実施する。
また、町長から遠距離、その他の理由により必要な輸送手段の確保の要請があった場合は、関係機関に
協力を要請する。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5
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	[bookmark: OLE_LINK108]４　警察官又は海上保安官（基本法第61条、警察官職務執行法第４条）
(1) 警察官又は海上保安官は、上記１の(2)により町長から要求があったとき、又は町長が指示できないと
認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行うものとし、避難のための立退きを指示する場合に必要があると認めるときには、その立退先について指示することができる。
その場合、直ちに、その旨を町長に通知する。
(2) 警察官は、災害による危険が急迫したときは、その場の危害を避けるため、その場にいる者を避難させることができる。この場合は所属の公安委員会にその旨を報告する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5
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	５　自衛隊（自衛隊法第94条等）
災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい
て、町長等、警察官及び海上保安官がその場にいないときに限り、次の措置をとることができる。
この場合において、当該措置をとったときは、直ちに、その旨を町長に通知しなければならない。
(1)　住民等の避難等の措置等（警察官職務執行法第４条）
(2)　他人の土地等への立入（警察官職務執行法第６条第１項）
(3)　警戒区域の設定等（基本法第63条第３項）
(4)　他人の土地等の一時使用等及び被災工作物等の除去等（基本法第64条第８項）
(5)　住民等への応急措置業務従事命令（基本法第65条第３項）
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5
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	第３　避難措置における連絡、助言、協力及び援助
１　連絡
町、道（留萌振興局）、北海道警察（羽幌警察署）、第一管区海上保安本部（留萌海上保安部）及び自衛
	Ｎ／Ｃ
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	隊は、法律又はそれぞれの計画の定めるところにより、避難の措置を行った場合には、その内容について
相互に通報・連絡する。
	
	
	
	

	2

	2
	5
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	２　助言
町は、避難のための立退きの勧告・指示、又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行う
に際して、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有している地方気象台、河川事
務所等、国や道の関係機関から、災害に関する情報等の必要な助言を求めることができる。
町は、避難勧告等を発令する際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の関係機関との間でホ
ットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を整備するよう努める。
	２　助言
町は、避難のための立退きの指示、又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行うに際し
て、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等を有している地方気象台、河川事務所等、
国や道の関係機関から、災害に関する情報等の必要な助言を求めることができる。
町は、避難指示等を発令する際に必要な助言を求めることができるよう、国や道の関係機関との間でホ
ットラインを構築するなど、災害発生時における連絡体制を整備するよう努める。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5
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	第４　避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報及び避難準備・高齢者等避難開始の周知
[bookmark: OLE_LINK278]町長は、避難勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、あらかじめ定める「避難勧告等の判
断・伝達マニュアル」に基づき、避難準備・高齢者等避難開始の提供、避難のための立退きの勧告・指示、又
は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を発令する。
避難勧告等の発令に当たっては、北留萌消防組合等関係機関の協力を得つつ、次の事項について、生命や身
体に危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を工夫することや、その対象
者を明確にすること、避難勧告等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとる
べき避難行動について、住民にとって具体的で分かりやすい内容とするよう配慮し、広報車、町ホームページ、
防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）、消防サイレン用スピー
カー、北海道防災情報システム、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報
メール機能含む。）、口頭（町内会長等を通じて）等のあらゆる伝達手段の特徴を踏まえた複合的な活用を図り、
対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住民の迅速かつ円滑な避難を図る。
特に、避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避難行動をとることが可能な
者もいることから、障がいの状態等に応じ、適切な手段を用いて情報伝達を行うとともに、民生委員等の避難
支援等関係者が避難行動要支援者名簿を活用して着実な情報伝達及び早期の避難行動の開始を促進できるよう
配慮する。
	第４　避難指示（緊急）、災害発生情報及び避難準備・高齢者等避難開始の周知
町長は、避難指示等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、あらかじめ定める「避難指示等の判
断・伝達マニュアル」に基づき、避難準備・高齢者等避難開始の提供、避難のための立退きの指示、又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を発令する。
避難指示等の発令に当たっては、北留萌消防組合等関係機関の協力を得つつ、次の事項について、生命や身
体に危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難指示等の伝達文の内容を工夫することや、その対象
者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとる
べき避難行動について、住民にとって具体的で分かりやすい内容とするよう配慮し、広報車、町ホームページ、
防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）、消防サイレン用スピー
カー、北海道防災情報システム、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報
メール機能含む。）、口頭（町内会長等を通じて）等のあらゆる伝達手段の特徴を踏まえた複合的な活用を図り、
対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住民の迅速かつ円滑な避難を図る。
特に、避難行動要支援者の中には、避難等に必要な情報を入手できれば、自ら避難行動をとることが可能な
者もいることから、障がいの状態等に応じ、適切な手段を用いて情報伝達を行うとともに、民生委員等の避難
支援等関係者が避難行動要支援者名簿を活用して着実な情報伝達及び早期の避難行動の開始を促進できるよう
配慮する。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
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	１　周知内容
(1) 避難勧告、避難指示（緊急）、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示又は避難準備・高齢者等避難開始の理由及び内容
(2)　避難場所等及び経路
(3)　火災、盗難の予防措置等
(4)　携行品等その他の注意事項
ア　携行品は、必要最小限にする（食料・水筒・タオル・チリ紙・着替え・救急薬品・懐中電灯・携帯
ラジオ等）。
イ　避難する場合は、戸締りに注意するとともに、火気危険物等の始末（器具消火、ガスの元栓の閉め
等）を徹底し、火災が発生しないようにする。
ウ　服装は軽装とし、帽子・頭巾・雨合羽・防寒用具を携行する。
	警戒レベル
	住民がとるべき行動
	住民に行動を促す情報

	
	
	避難情報等

	警戒レベル５
	既に災害が発生している状況であり、命を守るための最善の行動をとる。
	災害発生情報 ※1

	警戒レベル４
	指定緊急避難場所等への立退き避難を基本とする避難行動をとる。
災害が発生するおそれが極めて高い状況等になっており、緊急に避難する。
	避難勧告
避難指示（緊急）※2

	警戒レベル３
	高齢者等は立退き避難する。その他の者は立退き避難の準備をし、自発的に避難する。
	避難準備・高齢者等避難開始

	警戒レベル２
	避難に備え自らの避難行動を確認する。
	洪水注意報
大雨注意報

	警戒レベル１
	災害への心構えを高める。
	早期注意情報
（警報級の可能性）


（注）津波など避難の経路、場所等が変わる場合には、避難の種類によりサイレンの吹鳴方法を定め、住民に周
知する。
※1　可能な範囲で発令
※2　緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令
	１　周知内容
(1) 避難指示（緊急）、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示又は避難準備・高齢者等避難開始の理由及び内容
(2)　避難場所等及び経路
(3)　火災、盗難の予防措置等
(4)　携行品等その他の注意事項
ア　携行品は、必要最小限にする（食料・水筒・タオル・チリ紙・着替え・救急薬品・懐中電灯・携帯
ラジオ等）。
イ　避難する場合は、戸締りに注意するとともに、火気危険物等の始末（器具消火、ガスの元栓の閉め
等）を徹底し、火災が発生しないようにする。
ウ　服装は軽装とし、帽子・頭巾・雨合羽・防寒用具を携行する。
	[bookmark: _Hlk234247354]警戒レベル
	住民がとるべき行動
	住民に行動を促す情報

	
	
	避難情報等

	警戒レベル５
[特別警報]
	緊急安全確保
命の危険、直ちに安全確保
	災害発生情報 ※1

	警戒レベル４
[危険警報]
	避難指示
危険な場所から全員避難
	避難指示（緊急）※2

	警戒レベル３
[警報]
	高齢者等避難
　危険な場所から高齢者等は避難
	避難準備・高齢者等避難開始

	警戒レベル２
[注意報]
	気象状況悪化
自らの避難行動を確認
	洪水注意報
大雨注意報

	警戒レベル１
[早期注意情報]
	今後気象状況悪化のおそれ
災害への心構えを高める。
	早期注意情報
（警報級の可能性）


内閣府　避難情報に関するガイドライン(令和８年３月)抜粋
（注）津波など避難の経路、場所等が変わる場合には、避難の種類によりサイレンの吹鳴方法を定め、住民に周
知する。
※1　可能な範囲で発令
※2　緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
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	２　伝達方法
次に掲げるもののうち、災害の状況及び地域の実情に応じ、最も迅速かつ的確に伝達することができる方
法により行う。また、必要な場合は２つ以上の方法を併用する。
[bookmark: OLE_LINK320](1)　広報車による伝達
町、北留萌消防組合、羽幌警察署等の広報車を利用し、該当地区を巡回して伝達する。
(2)　消防サイレン用スピーカー及び防災情報伝達システム（離島屋外スピーカー）による伝達
北留萌消防組合及び防災情報伝達システムの離島屋外スピーカーを利用し、広域的に周知する。
(3)　防災情報伝達システム（離島屋外スピーカー除く）による伝達
防災情報伝達システムの戸別受信機及びスマートフォンアプリを通じ、世帯又は個人に周知する。
(4)　電話による伝達
電話等により、町内会、官公署、会社等に連絡する。
(5)　伝達員による個別伝達
避難勧告等が夜間、停電時、風雨が激しい場合等のため、全家庭に対する周知が困難であると予想され
るときは、消防職員、消防団員等で班を編成し、個別に伝達する。
(6)　地域への伝達依頼
町内会、自主防災組織の会長等に対して、電話等により伝達を依頼する。
(7)　避難信号による伝達
水防計画に定める危険信号による。
	２　伝達方法
次に掲げるもののうち、災害の状況及び地域の実情に応じ、最も迅速かつ的確に伝達することができる方
法により行う。また、必要な場合は２つ以上の方法を併用する。
(1)　広報車による伝達
町、北留萌消防組合、羽幌警察署等の広報車を利用し、該当地区を巡回して伝達する。
(2)　消防サイレン用スピーカー及び防災情報伝達システム（離島屋外スピーカー）による伝達
北留萌消防組合及び防災情報伝達システムの離島屋外スピーカーを利用し、広域的に周知する。
(3)　防災情報伝達システム（離島屋外スピーカー除く）による伝達
防災情報伝達システムの戸別受信機及びスマートフォンアプリを通じ、世帯又は個人に周知する。
(4)　地域への伝達依頼
町内会、自主防災組織の会長等に対して、電話等により伝達を依頼する。
(5)　伝達員による個別伝達
避難指示等が夜間、停電時、風雨が激しい場合等のため、全家庭に対する周知が困難であると予想され
るときは、消防職員、消防団員等で班を編成し、個別に伝達する。
(6)　地域への伝達依頼
町内会、自主防災組織の会長等に対して、電話等により伝達を依頼する。
(7)　避難信号による伝達
水防計画に定める危険信号による。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
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	(8)　Ｌアラート（災害情報共有システム）を活用した伝達（テレビ・ラジオ、緊急速報メール）、北海道防
災情報システム（北海道総合行政情報ネットワーク）を通じ、Ｌアラート（災害情報共有システム）に避
難勧告等の情報を提供することによりテレビ・ラジオ放送及び緊急速報メールで伝達する。
	(8)　Ｌアラート（災害情報共有システム）を活用した伝達（テレビ・ラジオ、緊急速報メール）、北海道防
災情報システム（北海道総合行政情報ネットワーク）を通じ、Ｌアラート（災害情報共有システム）に避
難指示等の情報を提供することによりテレビ・ラジオ放送及び緊急速報メールで伝達する。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5
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	３　防災関係機関等への通報
(1)　道に対する報告
町は、避難勧告等を発令した場合、発令者、発令の理由、避難の対象区域、発令日時、避難先を明らか
に記録するとともに、直ちに留萌振興局を経由して道へ報告する。
(2)　関係機関への通報
ア　北留萌消防組合、道の出先機関、羽幌警察署又は駐在所等へ連絡し、協力を得る。
イ　避難場所として利用する学校、会館、公共機関、その他施設の管理者に対して至急連絡し、協力を求める。
ウ　近隣市町村の施設を利用することもあり、また、避難の誘導・経路によって協力を求めなければならない場合もあるので、近隣市町村に対して必要な事項を連絡する。
	３　防災関係機関等への通報
(1)　道に対する報告
町は、避難指示等を発令した場合、発令者、発令の理由、避難の対象区域、発令日時、避難先を明らか
に記録するとともに、直ちに留萌振興局を経由して道へ報告する。
(2)　関係機関への通報
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
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	[bookmark: OLE_LINK56]第５　避難方法
１　避難誘導
避難誘導は、自主防災組織等の協力を得て、町、北留萌消防組合、羽幌警察署及び施設等については各施
設等が行うものとし、人命の安全を第一に、円滑な避難のための立退きについて適宜指導する。その際、自
力避難の困難な避難行動要支援者に関しては、その実態を把握しておくとともに、事前に援助者を定めてお
くなどの支援体制を整備し、危険が切迫する前に避難できるよう十分配慮する。
また、町は、災害の状況に応じて避難勧告等を発令した上で、避難時の周囲の状況等により、近隣のより
安全な建物への「緊急的な避難」や、「屋内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるよう努める。
特に、台風による大雨災害など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のお
それがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努める。
また、避難の誘導に当たっては、町の職員、消防職員、消防団員、警察官及びその他関係者など避難誘導
に当たる者の安全の確保に努める。
	第５　避難方法
１　避難誘導
避難誘導は、自主防災組織等の協力を得て、町、北留萌消防組合、羽幌警察署及び施設等については各施
設等が行うものとし、人命の安全を第一に、円滑な避難のための立退きについて適宜指導する。その際、自
力避難の困難な避難行動要支援者に関しては、その実態を把握しておくとともに、事前に援助者を定めてお
くなどの支援体制を整備し、危険が切迫する前に避難できるよう十分配慮する。
また、町は、災害の状況に応じて避難指示等を発令した上で、避難時の周囲の状況等により、近隣のより
安全な建物への「緊急的な避難」や、「屋内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるよう努める。
特に、台風による大雨災害など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のお
それがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努める。
また、避難の誘導に当たっては、町の職員、消防職員、消防団員、警察官及びその他関係者など避難誘導
に当たる者の安全の確保に努める。
	文言の整理(表現の変更、避難勧告廃止)
	重要
	

	2

	2
	5

	149
	２　移送の方法
(1) 避難は、避難者が各個に行うことを原則とするが、避難者の自力による避難が不可能な場合は、協定を締結した運送事業者等と連携し、町において車両、船艇等によって移送する。
(2)　町は、避難者移送の実施が困難な場合、他市町村又は道に対し、応援を求める。
(3)　道は、前記要請を受けた場合、関係機関に対する要請や協定を締結した運送事業者等との連携により被災者の移送について必要な措置を行う。
また、道は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者である指定公共
機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人・場所・期日を示して、被災者の運送を要請する。運送
事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由なく要請に応じないときは、被災者保護の
実施の必要性に鑑み、当該機関に対し、被災者の運送を行うべきことを指示する。
	Ｎ／Ｃ
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	３　避難経路の設定
町は、避難に当たって、地区の状況を把握し、次の基準を参考に避難経路を設定する。
(1)　避難経路には比較的幅員の広い路線を設定する。
(2)　避難経路は浸水や斜面崩壊等による危険のない、できる限り安全なルートを設定する。
(3)　避難経路沿いには火災・爆発等の危険度の高い施設がないよう配慮する。
(4)　避難経路は２箇所以上の複数の経路を選定する。
(5)　避難経路は原則として相互に交差しない。
(6)　避難経路の選択に当たっては、住民の理解と協力を得て選定する。
	Ｎ／Ｃ
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	第６　避難路及び避難場所の安全確保
町は、住民等の避難に当たり、避難措置の実施者は、避難路、避難場所の安全確保のため支障となるものの排
除を行う。
また、避難経路については、その安全を確認し、要所には誘導員を配置するなど事故防止に努める。

	資料編〔物資・資機材・施設〕
	・避難施設（資料５－２）



	Ｎ／Ｃ
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	[bookmark: OLE_LINK9]第７　指定緊急避難場所の開設
　 町は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるときは、必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始の
発令等と合わせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知徹底を図る。
	Ｎ／Ｃ
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	[bookmark: OLE_LINK14][bookmark: OLE_LINK13]第８　指定避難所の開設等
１　指定避難所の開設
町は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるときは、必要に応じ、指定避難所を開設すると
ともに、住民等に対し周知徹底を図る。なお、開設にあたっては、施設の被害の有無を確認するととも
に、施設の構造や立地場所など安全性の確保に努める。
また、要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設するものとする。指定避難所だけでは施設が量的
に不足する場合には、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同意を得て避難所として開
設する。
(1) [bookmark: OLE_LINK115]    (1)  高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、
(2)        旅館・ホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。
(3)     (2)  避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。
(4)     (3)　避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶による孤立が続くと見込
(5)        まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討する。
(6)     (4)　著しく異常かつ激甚な非常災害により避難所が著しく不足し、特に必要と認められるものとして当該災
(7)        害が政令で指定されたときは、避難所の設置についてスプリンクラー等の消防用設備等の設置義務に関す
(8)        る消防法第17条の規定の適用除外措置があることに留意する。
(9)     (5)  新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常
時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて
	Ｎ／Ｃ
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	検討するよう努める。
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	２　避難所連絡員の派遣
町は、避難所を開設したときは、直ちに連絡員を派遣して駐在させ、管理に当たらせる。
また、連絡員は災害対策本部との情報連絡を行う。
	Ｎ／Ｃ
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	３　避難場所の開設状況の記録
町は、避難所における収容状況及び物資等の受払いを明確にするため、必要な帳簿類を備える。
	Ｎ／Ｃ
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	４　道（留萌振興局）に対する報告
避難所を開設したときは、知事（留萌振興局長）に次の内容について報告する。
(1)　避難所開設の日時、場所及び施設名
(2)　開設期間の見込み
(3)　収容状況、収容人員
(4)　炊き出し等の状況

	資料編〔物資・資機材・施設〕
資料編〔様式〕
	・避難施設（資料５－２）
・避難者世帯名簿（別記第８号様式）
・避難所収容台帳（別記第９号様式）
・避難所設置及び収容状況（別記第10号様式）
・救助種目別物資受払簿（別記第11号様式）



	Ｎ／Ｃ
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	第９　指定避難所の運営管理等
町は、次の事項に留意の上、各指定避難所の適切な運営管理を行う。
１　指定避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、町内会、自治会及び避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるように努めるとともに、必要に応じ、他市町村やボランティア団体等に対して協力を求める。
また、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかからないよう配慮しつ
つ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよう、その立ち上
げを支援する。
	第９　指定避難所の運営管理等
町は、次の事項に留意の上、各指定避難所の適切な運営管理を行う。
１　指定避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組
織、町内会、自治会及び避難所運営について専門性を有したNPO・ボランティア等の外部支援者等の協
力が得られるように努めるとともに、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を求
める。
また、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかからないよう配慮し
つつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよう、その立
ち上げを支援する。
この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域
全体で避難者を支えることができるよう留意するものとする。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	151
	２　マニュアルの作成や訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知識等の普及に努める。こ
の際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所に関与できるように配慮するよう努める。
なお、実情に合わせて、応援職員やボランティア、地域防災マスター等による避難所運営業務の分担等、
自主運営のための各種支援を行うこととし、関係団体等との連携・協力に努める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	151
	３　避難所における食事や物資の配布など生活上の情報提供について、障がい特性に応じた情報伝達手段を
用いて、情報伝達がなされるよう努める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	152
	４　避難所ごとに受入れされている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せず食事のみ受取に来ている被
災者、車中泊の被災者等に係る情報を早期に把握するとともに、やむを得ず指定避難所に滞在することが
できない被災者等に係る情報の把握に努める。
	４　指定避難所ごとに受け入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せず食事のみ受取りに来て
いる被災者、車中泊の被災者等に係る情報を早期に把握するとともに、やむを得ず指定避難所に滞在す
ることができない被災者等に係る情報の把握に努める。
その際、デジタル技術を活用し効率的な情報の把握に努めるものとする。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	152
	５　指定避難所の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう実態とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講ずる。その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、道や医療・保健関係者等と連携して、段ボールベッドの早期導入やトイレ
の配備等の支援を行うとともに、専門家等との定期的な情報交換に努める。また、避難の長期化等必要に応
じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努める。
	５  市町村は、被災者の人間らしさを保てる環境を整備するため、指定避難所の生活環境に注意を払い、
常に良好なものとするよう実態とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況
等の把握に努め、必要な対策を講じる。
その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保及び福祉的な支援の充実のために、道や医療・
保健関係者と連携して、段ボールベッドの早期導入や、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等
のより快適なトイレ、キッチンカー等の設置に配慮するよう努めるとともに、専門家、NPO、ボランテ
ィア等との定期的な情報交換や避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材の確保・育成
に努めるものとする。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の
有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し
尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じる
よう努めるものとする。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	152
	６  避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努める。なお、家庭動物のためのスペースは、特に冬
期を想定し、屋内に確保することが望ましい。
　　   また、獣医師会等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	152
	７　指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	152
	
	８　指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と男性用の
トイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に
設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性
や子供等の安全に配慮するよう努めるものとする。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被
害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。
	北海道計画に整合
	重要
	

	
	
	
	
	８　やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、情報提供等により、生活環境の確保が図られるよう努める。
	９　Ｎ／Ｃ

	文言整理(文書構成)
	軽微
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	10　在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に
応じ物資の補充等の支援を行うものとし、被災者支援に係る情報を支援のための拠点の利用者に対して
も提供するものとする。
	北海道計画に整合
	重要
	

	
	
	
	
	９　災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等に鑑み、必要に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促す。特に要配慮者等へは、道においての「災害発生時における宿泊施設の活用に関する協定」
	11　Ｎ／Ｃ
	文言整理(文書構成)
	軽微
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	を活用するなど良好な生活環境に努める。
	
	
	
	

	2

	2
	5

	152
	10　災害の規模等に鑑み、必要に応じて避難者の健全な住生活の早期確保のため、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅及び空家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等により、指定避難所の早期解消に努めることを基本とする。
	12　Ｎ／Ｃ
	文言整理(文書構成)
	軽微
	

	
	
	
	
	11  車中泊による避難を受け入れる場合は、トイレの確保や医療・保健関係者等と連携して、エコノミークラ
ス症候群や一酸化炭素中毒等への予防対処策の周知、冬期間の寒さ対策など健康への配慮を行う。
また、安全対策や避難所施設の利用ルール、各種情報や食事等支援物資の提供方法などについてあらかじ
め規定し、円滑な避難所運営ができる体制の構築に努める。
	13　Ｎ／Ｃ
	文言整理(文書構成)
	軽微
	

	2

	2
	5

	152

	12　避難所における食事については、食物アレルギー等に配慮し、避難生活が長期化した場合には、メニューの多様化や栄養バランス等を考慮して、適温食を提供できるよう、管理栄養士等の協力を得ながら、ボランティア等による炊き出しや地元事業者からの食料等の調達の他、給食センターを活用するなど、体制の構築に努める。
	14　Ｎ／Ｃ
	文言整理(文書構成)
	軽微
	

	2

	2
	5

	152
	13　被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。
	15　Ｎ／Ｃ
	文言整理(文書構成)
	軽微
	

	
	
	
	
	
	16　指定避難所における感染症対策のため、避難者などの健康状態を確認するとともに、十分な避難スペ
ースを確保し、定期的に換気を行うなど避難所の衛生環境を確保するよう努める。
	北海道計画に整合
	重要
	

	
	
	
	
	
	17　避難所において感染症が発生又はその疑いがある場合の対応については、感染者の隔離や病院への搬
送方法など、事前に防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、適切な対応を検討しておくものとし、
感染者または感染が疑われる者が現れた場合は、専用スペースを確保し、ほかの避難者とは区画と動線
を分けるなど必要な措置を講じる。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	152
	第10　避難行動要支援者の避難行動支援
１　避難行動要支援者の避難支援
町長は、平常時から避難行動要支援者名簿の情報を提供することに同意した者については、名簿情報に基
づいて避難支援を行うとともに、平常時から名簿情報を提供することに不同意であった者についても、可能
な範囲で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関係者等に協力を求める。
なお、避難支援を行うに当たっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報の提供を受けた者に
係る守秘義務等に留意する。
	第10　避難行動要支援者の避難行動支援
１　避難行動要支援者の避難支援
町長は、平常時から避難行動要支援者名簿や個別避難計画の情報を提供することに同意した者につい
ては、個別避難計画に基づいて避難支援を行うとともに、平常時から避難行動要支援者名簿や個別避難
計画を提供することに不同意であった者や個別避難計画が作成されていない者についても、可能な範囲
で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関係者等に協力を求める。
なお、避難支援を行うに当たっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報や個別避難計画
の提供を受けた者に係る守秘義務等に留意する。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	153
	２　避難行動要支援者の安否確認
町は、避難行動要支援者名簿を有効に活用し、災害発生後、直ちに在宅避難者を含む避難行動要支援者の
所在、連絡先を確認し、安否の確認を行う。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	153
	３　避難場所以降の避難行動要支援者への対応
町は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた全体計画等に基づき、避難行動要支援者及びそ
の名簿情報が避難支援等関係者から避難場所等の責任者に引き継がれるよう措置する。
また、全体計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以下の措置を講ずる。
(1)　指定避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動
(2)　病院への移送
(3)　施設等への緊急入所 
	３  避難場所以降の避難行動要支援者への対応
町は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた地域防災計画等に基づき、避難行動要支援
者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれるよう措置する。
また、地域防災計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以下の措置
を講ずる。
以下、Ｎ／Ｃ
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	153
	４　応急仮設住宅への優先的入居
町は、応急仮設住宅への入居に当たり、要配慮者の優先的入居に努める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	153
	５  在宅者への支援
町は、要配慮者が在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握し、適切な援助活
動を行う。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	153
	６  応援の要請
町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、必要に応じて、道、隣接市町村等へ応援を要請する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	
	
	
	
	
	第11　広域避難
１　広域避難の協議等
町は、災害の予測規模、避難者数等に鑑み、町の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急
避難場所の提供が必要であると判断した場合は、広域避難に係る協議等を行う事ができる。
	
	
	

	
	
	
	
	
	２　道内における広域避難
町は、道内の他の市町村への広域的な避難等が必要であると判断した場合には、当該市町村に対して
直接協議を行うものとする。
	
	
	

	
	
	
	
	
	３　道外への広域避難
(1) 町は、他の都府県の市町村への広域的な避難等が必要であると判断した場合には、道に対し当該他
の都府県との協議を求めるものとする。
(2) 町は、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、(1)によらず、知事に報告した上で、自ら他の
市町村に協議することができる。
	
	
	

	
	
	
	
	
	４　避難者の受け入れ
町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することについて
も定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよ
う努める。
	
	
	

	
	
	
	
	
	５  関係機関の連携
(1) 道や運送事業者等と、あらかじめ策定した具体的な手順を定めた計画に基づき、関係者間で適切な
役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものとする。
この場合においては、次の事項に留意して対応するものとする。
ア  広域避難を行うべき場合やその対象者の整理
イ  被災者を受け入れ可能な施設（ホテル、旅館等を含む）の確保
ウ  バスなど被災者の移送手段の確保
エ  広域避難についての被災者の意向の把握
オ  被災者の希望を踏まえた、施設（ホテル、旅館等を含む）のマッチング
	北海道計画に整合
	重要
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	カ  施設（ホテル、旅館等を含む）への移送
キ  広域避難先での継続的な支援
(2) 道及び関係機関は、被災者のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放送事業者
を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるもの
とする。
	
	
	

	2

	2
	5

	153
	第11　広域一時滞在
１　道内における広域一時滞在
(1) 町長は、災害発生により、被災住民について、道内の他市町村における一時的な滞在（以下「道内広域
一時滞在」という。）の必要があると認めたときは、道内の他の市町村長（以下「協議先市町村長」という。）
に被災住民の受入れについて、協議を行う。
なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求める。
(2) 道内広域一時滞在の協議をしようとするとき、町長は、あらかじめ、留萌振興局長を通じて知事に報告
する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに報告する。
(3) 町長又は知事より、道内広域一時滞在の協議を受けた協議先市町村長は、被災住民を受け入れないこと
について正当な理由がある場合を除き、指定避難所を提供し、被災住民を受け入れるものとし、受入決定
をしたときは、直ちに指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知するとともに、速
やかに町長に通知する。
なお、協議先市町村長は、必要に応じて知事に助言を求める。
(4) 町長は、協議先市町村長から受入決定の通知を受けたときは、その内容を公示し、及び被災住民への支
援に関係する機関等に通知するとともに、知事に報告する。
(5)　町長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかにその旨を協議先市町村長及び避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知し、内容を公示するとともに、知事に報告する。
(6)　協議先市町村長は、町長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、速やかにその旨を指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知する。
(7)　知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道内広域一時滞在の必要があると認めるときは、町長の実施すべき措置を代わって実施する。
また、町が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに事務を町長に引き継ぐもの
とする。
なお、前記の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示するとともに、代行を終了した
ときは代行した事務の措置について、町長に通知する。
	第12  広域一時滞在
１  道内における広域一時滞在
(1) Ｎ／Ｃ



(2) Ｎ／Ｃ

(3) Ｎ／Ｃ




(4) Ｎ／Ｃ

(5)  Ｎ／Ｃ


(6)  Ｎ／Ｃ

(7)  知事は、上記(1)に基づく市町村長からの助言の求めがあった場合には、被災住民の広域一時滞在
が円滑に行われるよう調整するとともに、この場合において、必要に応じ上記(2)から(6)により協議
元市町村長又は協議先市町村が行うこととされている協議、通知および公示を代わって実施すること
ができるものとする。
(8)  知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道内広域一時
滞在の必要があると認めるときは、町長の実施すべき措置を代わって実施する。
また、町が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに事務を町長に引き継ぐ
ものとする。
なお、前記の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示するとともに、代行を終了
したときは代行した事務の措置について、町長に通知する。
	北海道計画に整合
	重要
	

	2

	2
	5

	154
	２　道外への広域一時滞在
(1) 災害発生により、被災住民について、道外における一時的な滞在（以下「道外広域一時滞在」という。）
の必要があると認める場合、町長は、知事に対し、他の都府県知事（以下「協議先知事」という。）に対し、
被災住民の受入れについて協議することを求めることができる。
(2) 知事は、町長から道外広域一時滞在に関する要求があったときは、協議先知事に協議を行うとともに、必要に応じて内閣総理大臣に助言を求める。
(3) 道外広域一時滞在の協議をしようとするときは、知事は、あらかじめ内閣総理大臣に報告する。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに報告する。 
(4) 知事は、協議先知事から受入決定の通知を受けたときは、速やかに町長に通知するとともに、内閣総理大臣に報告する。
(5) 町長は、知事から受入決定の通知を受けたときは、速やかにその内容を公示し、指定避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知する。
(6) 町長は、道外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかにその旨を知事に報告し、及び公示するとともに、避難所の管理者等の被災住民への支援に関係する機関に通知する。
(7) 知事は、町長より道外広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、速やかにその旨を協議先知事に通知し、また、これを公示するとともに、内閣総理大臣に報告する。
(8) 知事は、災害の発生により町が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道外広域一時滞在の必要があると認めるときは、町長から要求がない場合にあっても、協議先知事との協議を実施する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2

	2
	5

	155
	３  広域一時滞在避難者への対応
町は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や物資等を確実に送り届け
られるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、避難元と避難先の市町村における連携に配慮する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	
	
	
	
	
	４  関係機関の連携
(1) 道や運送事業者等と、あらかじめ策定した具体的な手順を定めた計画に基づき、関係者間で適切な
役割分担を行った上で、広域一時滞在を実施するよう努めるものとする。
この場合においては、次の事項に留意して対応するものとする。
ア  広域一時滞在を行うべき場合やその対象者の整理
イ　被災者を受け入れ可能な施設（ホテル、旅館等を含む）の確保
ウ　バスなど被災者の移送手段の確保
エ　広域一時滞在についての被災者の意向の把握
オ　被災者の希望を踏まえた、施設（ホテル、旅館等を含む）のマッチング
カ　施設（ホテル、旅館等を含む）への移送
キ　広域一時滞在先での継続的な支援
(2) 道及び関係機関は、被災者のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放送事業者
を含めた関係者間で連携を行うことで、一時滞在者等に役立つ的確な情報を提供できるように努める
ものとする。
	北海道計画に整合
	重要
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	2

	2
	5
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	４  内閣総理大臣による協議等の代行
内閣総理大臣は、災害の発生により町及び道が必要な事務を行えなくなった場合、被災住民について道内広
域一時滞在又は道外広域一時滞在の必要があると認めるときは、町長又は知事の実施すべき措置を代わって
実施する。
また、町又は知事が必要な事務を遂行できる状況になったと認めるときは、速やかに町長又は知事との事務
の引き継ぎを行う。
	５  内閣総理大臣による協議等の代行
以下、Ｎ／Ｃ
	文言の整理(文書構成)
	軽微
	

	2
	2
	6
	153
	第６節　応急措置実施計画
第１　基本方針
町長及びその所轄の下に行動する水防団長、消防機関の長及び防災に関係ある施設の管理者等は、災害が発
生し、又はまさに発生しようとしているときは、法令の定めるところにより、消防、水防、救助等の災害の発
生の防御又は災害の拡大を防止するための所要の措置を講ずる。
また、町長は、応急措置をはじめとする災害応急対策を実施するため、必要に応じて、道、他市町村、関係
機関等の協力を求める。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	6
	156
	第２　実施責任
法令上の実施責任者として定められている者は、次のとおりである。
１  町長又はその委任を受けて町長の職権を行う町の職員
２　消防機関、水防団の長及びダム管理者その他法令の規定に基づきその責任を有する者
３　警察官及び海上保安官
４　災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官
５　知事
６　指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長
７　指定公共機関の長及び指定地方公共機関の長
	第２　実施責任者
以下、Ｎ／Ｃ

	文言の整理(表現の変更)
	軽微
	

	2
	2
	6
	156
	第３　町が実施する応急措置
１　警戒区域の設定（基本法第63条、地方自治法第153条）
(1) 町長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対する
危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以
外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずること
ができる。
(2) 町長は、上記の規定により警戒区域を設定しようとする場合、基本法第61条の２の規定に基づき、必
要があると認めるときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は知事に対し、当該勧告
又は指示に関する事項について、助言を求めることができる。
(3)　町長は、警戒区域を設定したときは、退去又は立入禁止の措置を講ずる。  
(4)　町長は、住民等の退去の確認を行うとともに、可能な限り防犯・防火のためのパトロールを実施する。
(5)　町長及び町長が指定する町の職員以外の者が代わって警戒区域設定等職務に当たる場合は、次のとおりである。
	設定権者
	設定の要件・内容
	根拠法令

	知事
	・災害が発生した場合、当該災害により町がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、町長に代わって警戒区域を設定する。
	基本法第73条

	消防吏員
又は
消防団員
	・火災又は水災を除く他の災害の現場においては、消防職員又は消防団員は、警戒区域を設定し、救護従事者その他総務省令で定める者以外の者に対して、当該区域からの退去を命じ、又はその区域への出入りを禁止し、若しくは制限することができる。
	消防法第28条・第36条

	水防団長、
水防団員
又は
消防機関に属する者
	・水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、当該区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又は当該区域からの退去を命ずることができる。
	水防法第21条

	警察官又は海上保安官
	・警察官又は海上保安官は、町長又はその委任を受けて町長の職権を行う町の職員が現場にいないとき、又はこれらの者の要求があったときは、警戒区域を設定することができるとともに、直ちに警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域の立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずることができる。その場合、直ちに、警戒区域を設定した旨を町長に通知する。
・警察官は、火災（水災を除く他の災害について準用する。）の現場において、消防職員又は消防団員が火災の現場にいないとき、又は消防職員又は消防団員の要求があつたときは、消防警戒区域を設定して、消防警戒区域内にある消防対象物又は船舶の関係者、居住者及びその親族でこれらに対して救援をしようとする者その他総務省令で定める者以外の者に対して、その区域からの退去を命じ、又はその区域への出入りを禁止し、若しくは制限することができる。また、火災現場の上席消防員の指揮により消防警戒区域を設定する場合、現場の警察官は、これを援助する。
・警察官は、水防上緊急の必要がある場所において、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれらの者の要求があつたときは、警戒区域
	基本法第63条、
地方自治法第153条、
消防法第28条・第36条、
水防法第21条



	Ｎ／Ｃ
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	を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立
入りを禁止し、若しくは制限し、又はその区域からの退去
を命ずることができる。
	

	災害派遣を命ぜられた部隊等の
自衛官
	・災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長又はその委任を受けて町長の職権を行う町の職員がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定することができる。この場合、自衛官は直ちに警戒区域を設定した旨を町長へ通知する。
	基本法第63条



	
	
	
	

	2
	2
	6
	158
	２　他人の土地、物件等の一時使用等（基本法第64条第１項）
町長は、町域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施す
るため緊急の必要があると認めるときは、町域内の他人の土地、建物その他工作物（以下、本節において
「工作物」という。）を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件（以下、本節において「物件」という。）
を使用し、若しくは収用する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	6
	158
	３　災害現場の工作物及び物件の除去、保管等の実施（基本法第64条）
町長は、町域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施する
ため緊急の必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物又は物件で当該応急措置の実施の支障と
なるもの（以下、本節において「工作物等」という。）の除去その他必要な措置をとる。この場合において、
工作物等を除去したときは、当該工作物等を保管する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	6
	158
	４　住民及び現場にある者の従事命令（基本法第65条第１項）
町長は、町域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施する
ため、緊急の必要があると認めるときは、町域内の住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該
応急措置の業務に従事させることができる。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	6
	158
	第４　従事命令等の実施
町長は、基本法の規定に基づき、従事命令等を発し、応急措置を実施する場合、公用令書等を交付して行う。
この場合、施設及び土地、家屋又は物資の保管する場所に立ち入ろうとする職員は、公用令書等に定める証票
を携帯しなければならない。
また、従事命令等に伴う損失等が発生した場合、次のとおり、その損失補償等を行う。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	6
	158
	１　施設、土地、家屋又は物資を管理し、使用し、若しくは収用した場合は、そのことにより通常生じる損失を補償する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	6
	158
	２　従事命令により応急措置の業務に従事した者に対する費用弁償は、救助法による救助が実施された場合の
例による。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	6
	158

	３　従事命令により応急措置の業務に従事した者が、そのために死亡し、負傷し、若しくは、疾病にかかり、
又は障がいの状態となったときは、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受け
る損害を補償する。

	資料編〔様式〕
	・公用令書等（別表　第１号様式～第６号様式）（別記第７号様式）



	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	6
	158
	第５　町の実施する応急措置の代行
１　道（基本法第73条）
知事（留萌振興局長）は、災害が発生した場合、当該災害により市町村が実施する次に掲げる事項に関す
る事務の全部又は大部分の事務を行うことのできなくなったときは、町長の実施する応急措置の全部又は一
部を、町長に代わって実施する。
(1)　警戒区域の設定(基本法第63条第１項)
(2)　応急公用負担の実施(基本法第64条第１項)
(3)　災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（基本法第64条第２項）
(4)　応急措置を実施するため、当該区域内住民及び現場にある者の従事命令の実施(基本法第65条第１項)
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	6
	159
	２　指定行政機関・指定地方行政機関（基本法第78条の２）
指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、災害が発生した場合、当該災害により町及び道がその全
部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、町長が実施する応急措置の全部又は一部を、町長
に代わって実施しなければならない。
(1)　応急公用負担の実施(基本法第64条第１項)
(2)　災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施(基本法第64条第２項)
(3)　応急措置を実施するため、当該区域内住民及び現場にある者の従事命令の実施(基本法第65条第１項)
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	7
	160
	第７節　自衛隊派遣要請及び派遣活動計画
第１　基本方針
災害が発生し、若しくは発生しようとしているとき、人命又は財産保護のための応急対策の実施が、災害対
策本部だけでは不可能、若しくは困難である場合において、自衛隊の活動が必要かつ効果的であると認められ
るとき、町長は、基本法第68条の２の規定により、知事に対して自衛隊の派遣要請の要求を行う。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	7
	160
	第２　災害派遣要請
１　派遣要請権者
(1)　知事（留萌振興局長)
(2)　海上保安庁長官
(3)　第一管区海上保安本部長
(4)　空港事務所長（丘珠、新千歳、稚内、函館、釧路）
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	2
	2
	7
	160
	２　派遣要請基準
自衛隊への災害派遣の要請は、人命又は財産の保護のため必要があると認められる場合に行うものとし、
その基準は、おおむね次のとおりである。
(1)　人命救助のための応援を必要とするとき。
	２　派遣要請基準
自衛隊への災害派遣の要請は、人命又は財産の保護のため必要があると認められる場合に行うものとし、
その基準は、おおむね次のとおりである。
なお、災害派遣の判断基準としての３要件が「公共性(公共の秩序を維持する観点において妥当性がある
	文言の整理(文言追記)
	重要
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	(2)　災害の発生が予想され、緊急の措置に応援を必要とするとき。
(3)　大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。
(4)　救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。
(5)　主要道路の応急復旧のため応援を必要とするとき。
(6)　応急措置のため医療、防疫、給水、通信等に応援を必要とするとき。
	こと。)」、「緊急性(状況からみて差し迫った必要性があり早急な対応が求められること。)」、「非代替性(自
衛隊の部隊が派遣される以外に他に適切な手段がないこと。)」であり、そのすべてを満たす必要がある。
以下、Ｎ／Ｃ
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	2
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	３　災害派遣要請の要領等
(1)　要請の方法
町長は、自衛隊の災害派遣の必要を認めたときは、次の事項を明らかにした文書によって、知事（留
萌振興局長）に派遣要請を依頼する。この場合において、町長は、必要に応じてその旨及び町域に係る
災害の状況を要請先である指定部隊等の長に通知する。
また、緊急を要する場合は、口頭又は電話等により要請を依頼し、その後速やかに文書を提出する。
ア　災害の状況及び派遣を要請する事由
イ　派遣を希望する期間
ウ　派遣を希望する区域及び活動内容
エ　派遣部隊が展開できる場所
オ　派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項
(2)　要請先
派遣要請の依頼は、留萌振興局地域創生部地域政策課へ行う。
・電話：0164-42-8426　　　・総合行政情報ネットワ－ク電話：6410-42-2191
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	2
	2
	7
	161
	４　緊急を要する災害派遣要請の方法
町長は、人命の緊急救助に関し、知事に要請の要求をするいとまがないとき、又は通信の途絶等により
知事と指定部隊との連絡が不能である場合等については、直接指定部隊等の長に災害派遣要請をすること
ができる。ただし、この場合、速やかに知事（留萌振興局長）に通知し、上記３の手続きを行う。
なお、緊急の場合の自衛隊連絡先は、次のとおりである。
	Ｎ／Ｃ
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水位情報が

ある場合

水位情報が

ない場合

警戒レベル５ 既に災害が発生している状況で

あり、命を守るための最善の行

動をとる。

災害発生情報 

※1



※1 可能な範囲で発令

氾濫発生情報 （大雨特別警報（浸水

害））

※3

（大雨特別警報（土砂災害））

※3

警戒レベル４ ・指定緊急避難場所等への立

退き避難を基本とする避難行動

をとる。

・災害が発生するおそれが極め

て高い状況等となっており、緊

急に避難する。

・避難勧告

・避難指示（緊急）

※2



※2緊急的又は重ねて避難を促す場合に

発令

氾濫危険情報 ・洪水警報の危険度分

布（非常に危険）

・土砂災害警戒情報法

・土砂災害に関するメッシュ情報

（非常に危険）

・土砂災害に関するメッシュ情報

（きわめて危険）

※4

警戒レベル３ 高齢者等は立退き避難する。そ

の他の者は立退き避難する準

備をし、自発的に避難する。

避難準備・高齢者等避難開始 氾濫警戒情報 ・洪水警報

・洪水警報の危険度分

布（警戒）

・大雨警報（土砂災害）

・土砂災害に関するメッシュ情報

（警戒）

警戒レベル２ 避難に備え自らの避難行動を

確認する。

洪水注意報

大雨注意報

氾濫注意情報 ・洪水警報の危険度分

布（注意）

・土砂災害に関するメッシュ情報

（注意）

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 早期注意情報（警報級の可能性）

※3　大雨特別警報は、洪水や土砂災害の発生情報ではないものの、災害が既に発生している蓋然性が極めて高い情報として、警戒レベル５相当情報[洪水]や、警戒レベル５相当情報[土砂災害]

　として運用する。ただし、市町村長は警戒レベル５の災害発生情報の発令基準としては用いない。

※4　「極めて危険」については、現行では避難指示（緊急）の発令を判断するための情報であるが、今後、技術的な改善を進めた段階で、警戒レベルの位置付けを改めて検討する。

住民が取るべき行動 警戒レベル

洪水に関する情報

土砂災害に関する情報

住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報

（警戒レベル相当情報）

住民に行動を促す情報

避難情報等
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北海道開発局

（留萌開発建設部）

（特別警報・警報のみ）
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消防庁

留萌振興局

（地域政策課）

北海道（危機対策課）

携帯電話事業者等
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民

・
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公

署

北海道電力(株)

北海道運輸局

報道機関

NHK旭川放送局
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北海道開発局

（留萌開発建設部）

北海道

（維持管理防災課）
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（危機対策課）

    　　　　　　　　（対策通報）

留萌振興局

（対策通報）

（地域政策課）

気象庁・大阪管区気象台

（津波のみ）
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NTT西日本（松山センタ）

第一管区海上保安本部

（留萌海上保安部）
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陸上自衛隊第２師団司令部

（第２師団留萌駐屯部隊）

第一管区海上保安本部

（留萌海上保安部）

北海道開発局

（留萌開発建設部）

北海道警察旭川方面本部

（羽幌警察署）

NHK旭川放送局

北海道

（危機対策課）

留萌振興局

（地域政策課）

留萌振興局

（留萌建設管理部羽幌出張所）

（注）　　　は、専用回線

（注）　　　は、放送

留萌振興局

（留萌建設管理部治水課）

一

般

住

民

・

要

配

慮

者

関

連

施

設

羽

幌

町

旭川地方気象台

防災情報提供システム

アデス

オンライン

北海道防災情報システム

（土砂災害警戒情報の事前情報・着信確認）

共同発表
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